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開会挨拶

l エネルギー総合工学研究所 l
並木 徹{副理事長 ) 

g 皆様，おはようございます。本日は第2お5回エネルギ一総合工学シンポジウムを開催させ 寝
8 ていただきましたところ，大変ご多用のところ，またお足元不自由な中を多数ご参力加日肝し吋 寝
尽 だきまして，大変あり~ i!{山カが枇宝吃とうございます。皆様方におかれましては， 日頃から当研究所の 7 

~r 

R 運営に特段のご理解とご支援をいただいております。この場をお借りしまして御礼を申し Z 

S 上げますo す
留 また，本日はご公務多用の中，資源エネルギー庁電力 ガス事業部の横尾部長にご出席 g 
患 いただいておりますo 経済産業省におかれましては，大変厳しい経済情勢，あるいは国際 q 
r 情勢の中，エネルギー，環境に関わる産業，あるいは技術が主導する成長戦略に積極的に ヲ
思 取り組んでいただいているところで，横尾部長におかれましては， 2叫に向け本年6月 7 
3 に改定された「エネルギー基本計画Jに従いまして，政府予算の確保，あるいは制度の新 Z 

G たなる構築等，積極的に進めておられるところでございます。そのことに心から敬意を表 。
地 しますとともに，今後とも力強いご指導・ご支援をお願い申し上げる次第でございます。 ~'f

8 さて，本日のシンポジウムは， I原子力エネルギー 成長戦略と地球環境の両立」をテ q 
~マに開催させていただきます。先ほどの「エネルギー基本計画J でも，原子力はエネル q 
y ギー自給率の向上，電源構成のゼロ エミッシヨン化を図る上で大きな役割を果たすこと 号

、「
3 が期待され， 2030年に向けて積極的に利用拡大が図られることとされています。 z 

~r 

忠 世界的に見ましても原子力発電利用が推進されているところで，特に，新興工業国にお g 
g いては，原子力発電の地域導入の気運が盛り上がっています。わが固といたしましでも， 宮
古 それらの国々の開発事業に寄与すべく，官民一体となった動きが進められているところで 立

自す。当研究所におきましでも，このような原子力立国計画の一環であります「次世代軽水 g 
r 炉技術開発プロジ、エクト」を近年推進させていただいているところでもあります。 g 
B 本日のシンポジウムにおきまして，このようなダイナミックな動きをしております原子 Z 
w ~ 

8 力エネルギーの方向性に関しまして，産官学それぞれの重要な立場にある方々からご講演 g 
~r :昭やや時帰得時~P恭平静時中告も宇都梨県宇都争中俳句ミグ
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; をいただき，また，原子力の国際的展開のあり方向ま山ネルディスカッション Y 
I¥f g を行わせていただく予定です。 宮

本日のシンポジウムが本日ご参集いただいた皆様にとりまして有意義なものになり ヲ
ますことを心から祈念しております。そのことを述べさせていただきまして，開会の挨 げ

拶とさせて頂きます。本日は誠にありがとうございました。 明

j 
q 

~ ~ 

【い~P長時的d恭平年や~P長年恥今ミ今もらも学船舶告も俳句ミ中号J
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来賓挨拶

横尾 英博 (経済産業省資源エネルギー庁 i
1電力・ガス事業部長 ! 

8 皆様おはようございます。本日はエネルギー総合工学研究所のシンポジウム胃頭に当た 0 
8 りまして一言ご挨拶させていただきたいと思いますo ~ 
s 今日のシンポジウムのテーマ， I原子力エネルギー，成長戦略と地球環境の両立」は~
u 大変時宜を得たテーマだと思っております。原子力エネルギーは，エネルギーの安定供給 q 
u と地球温暖化問題への対応を同時にできる基幹エネルギーとして，わが国のみならず世界 q 
q 中で， I原子力ルネッサンスJ ということで注目をされています。~
q ちょうど1年前，政権交代があったわけですが，民主党中心の新政権の下においても， 事
安全を第一に国民の理解と信頼を得ながら原子力発電を着実に推進するという基本方針で

取り組んでいます。総合資源エネルギー調査会原子力部会において検討し，本年6月4日

に「原子力発電推進行動計画 安全と信頼，世界の原子力新時代における日本の挑戦」を

策定しました。これがそのまま 6月18日に閣議決定された「エネルギー基本計画」に反映

されています。同日，実は「新成長戦略」も閣議決定されていますので， Iエネルギー基

本計画」と「新成長戦略」は，ある意味両輪になっているということです。

「エネルギー基本計画Jでは， 2030年を見通して，原子力発電所の新増設・リプレース，

それから設備利用率の向上，核燃料サイクルの早期確立，原子力の国際展開といった，今

の原子力エネルギーをめぐる諸課題に網羅的に取り組んでいくことになっています。

特に，新増設・リプレース，設備利用率向上については， 2020年， 2030年までの数値目

標を立てて，官民一体となって取り組んでいこうとしています。ますます大事になる国際

展開については， Iシステム輸出」ということで，単に物を売るだけではなく，オベレー

ション，あるいは人材育成，制度環境整備まで、含めてパッケージで売り込んでいこうとい

う方針に立っています。

輸出国として今注目されていますのはベトナムです。本年8月末，直嶋前経済産業大臣 q 
と，電力会社，メーカー 8社のトップから成る官民一体のハイレベルミッションがベトナ

ムへ行ってまいりました。私も随行させていただきました。ベトナムはモデルケースにな

るわけですが，まさに官民一体となって海外のマーケットを取っていくというのは重要な

q 
g 
q 

~~p詩的弱的九九九九九九九~~~~~~凶時限時ぬJヨも唱唱喧喧喧 e~~e~~e~~e~~e~~e~~e
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3課町りますo また附体叫り組みということで川刊インフラ輸 j
V 出の閣僚会議を設置し，昨日第1回会合が聞かれております。 ゆ

町
司 2030年を視野に入れ，囲内の新増設・リプレースのみならず，こうした海外への動き P 

V も考えますと，次世代軽水炉もこれから大変重要になってきます。次世代軽水炉開発に U 

U ついても官民一体で取り組んでいるところです。取りわけ，エネルギー総合工学研究所 h 

J には中核機関として重要な役割を果たしていただいています。引き続き官民一体となっ M 
w て軽水炉開発を積極的に行っていきたいと思っています。 ~)V

A 最後になりましたが，今回のシンポジウム，大変いい議論で，原子力エネルギーの今 L 

Y を共に考える機会になればと思いますし，わが国原子力産業がこれから日本のみならず， 日
世界の中でますます発展することを祈念いたしまして，私の挨拶とさせていただきます。

~ ~ 

wz長~~~~~~~~~t記名取らもらミ俳句ミ俳句ミ俳句ミらもらもらV
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[講演 1] 

地球環境問題と原子力の貢献

湯原哲夫(苦労A坊戦略研究所 事理

ち粧壱粧ち粧壱粧ち粧鴻~粧壱粧ち粧壱粧ち粧壱粧ち粧鴻~前予粧ち粧壱都宮粧壱都宮粧鴻~粧壱都宮粧壱都宮粧壱軒ち粧鴻狩鮫壱軒ち鮫壱軒ち鮫壱軒ち鮫鴻ずち鮫壱軒ち粧壱軒ち粧壱軒ち粧鴻ずち鮫壱傘S
S歌ら""凪S歌ら""凪S軟ら""凪S軟ら""凪S歌悩湾、S歌話湾、必歌話湾、必歌話湾、必歌話湾、必歌話湾、必歌話湾、必歌話湾、必歌話湾、必歌話湾、s歌話湾、必歌話湾、必歌話湾、必歌話湾、必歌話湾、必歌話湾、必歌話湾、必歌話湾、必歌話湾、必歌話湾沿

はじめに

地球温暖化問題と中長期のエネルギー構成

についての話をします。これまで私は 12030

年エネルギー自給率50%イニシアチブJ(2003 

年3月，経済同友会環境委員会)，および東大

工学系研究科と生産技術研究所のエネルギ一

分野の教員の方々と重電4社の専門家による

持続型社会のエネルギービジョン「トリプル

フィフティ (2030年までにエネルギー効率・

自給率・化石燃料依存率がすべて50%に)J 

(2005年)の提言に関わってきました。最近で

は平成20年度の内閣府「地球温暖化問題懇談

会」の「中期目標検討委員会」の委員として

この問題に関わりました。

エネルギー総合工学研究所の方々とは，数年

前からエネルギーモデルによる超長期需給予測

シミュレーションなどを通して，一緒にエネル

ギー問題を考えてきました。現在，地球の平均

温度上昇が20C以下を満たす二酸化炭素(C02)

(%) 

100 

排出シナリオを設定して 世界全体で最適化す

るエネルギー構成やその時の各国のエネルギー

需給や削減に必要な累積費用を積算する研究を

一緒にやっております。その結果の一部なども

含めてご紹介できればと思います。

今日は，①持続可能なエネルギー構成とそ

の条件，②地球温暖化問題:中長期目標の設

定と適合，③温度上昇20C以内抑制とC02排

出曲椋，対応する世界と主要国の最適エネル

ギー構成，④新しい産業政策と原子力産業の

進化，⑤新型炉の開発一標準一認証によるア

ジア展開，そして⑥原子力船の動向について

お話ししようと思います。

持続可能なエネルギ-構成とその条件

理想のエネルギー構成

図 1に持続可能なエネルギー構成を示しま

す。その条件は，①「トリプル50Jを先進国

80 
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図1 持続可能な世界のエネルギー構成
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は2030年までに，途上国は2050年までに達成

すること，② 2100年までに化石燃料燃焼によ

るC02排出量を地球の自然吸収能力(年間約

30億トン)以下にすること，③ 2100年以降の

ある時点で化石燃料燃焼によるC02排出量を

ゼロにすること，の3つです。

大切なのは各セクターのエネルギー効率を

上げて総供給量を削減することです。平均的

にみても，日本は30数%，中国25%強，米国

やはり30数%のレベルです。これを50%以上

にするだけで大幅なC02削減が図れるのです。

地球温暖化と原子力

原子力委員会は， 2008年5月に， 2050年ま

でにC02排出量を半減する目標に向けた原子

力の取組みをまとめています(表1参照)。そ

の中で，原子力エネルギーを京都議定書のク

リーン開発メカニズ、ム (CDM) に入れるべき

だと提言しました。原子力委員会は以前から，

何とか原子力をCDMの対象にするよう働きか

け，洞爺湖サミットの時，原子力がC02削減

に貢献できるということが指摘されました。

その後の各国の動きを見ても， C02削減に原

子力エネルギーが重要な役割を果たすことを

認識し，原子力発電所の建設計画が再び活発

となり，原子力ルネッサンスを迎えているの

が現状です。

地球温暖化問題:中長期目標の設定と適合

地球温腰化問題の3つのファクター

2020年の日本の削減率について，中期目標

検討委員会において私はエネルギー起源C02

の05年比10%削減を提案致しました。それは，

地球温暖化問題の3つのファクター(気候変

動の科学，国際公平性，実現可能性)の分析

に基づく主張です。

表1 地球温暖化対策としての原子力エネルギーの利用拡大のための取組み

取組1 原子力エネルギーの地球温暖化対策へむけた共通認識の形成と利用拡大に向けた国際的枠組みの構築

①地球温暖化対策として不可欠であるとの共通認識を醸成すること。

②原子力エネルギ}をクリ}ン開発メカニズム (CDM)や共同実施 (rr)等の対象に組み込むこと。

③原子力エネルギー利用を推進しようとする固に対する，原子力発電所建設等への投資が促進されるための方策を検討すること。

④2013年以降の次期枠組みにおいて，原子力エネルギー利用を有効な地球温暖化対策として位置づけること。

取組2 核不拡散咽原子力安全及ぴ核セキュリティの確保のための国際的取組の充実(lAEA)

取組3アジアにおける原子力工ネルギー基盤整備の取組への協力

①アジア地域を中心に原子力エネルギー利用の基盤整備に向けた支援

②金融，保険制度の活用

取組4 研究開発活動の強化 (R&D)

①次世代軽水炉，中小型原子炉，高温ガス炉による水素製造技術等の原子力エネルギ一利用の多様化と高度化を図る革新的
技術の開発，実証及び実用化

②長期にわたる原子力エネルギーの利用を可能にする先進的な燃料サイクルの実現に向けた高速炉とその燃料サイクル技術
の研究開発

③将来の恒久的エネルギー供給技術の実現を目指す核融合の研究開発第4世代原子力システムに関する国際フォーラム (GIF)
国際原子力エネルギー パートナーシップ (G悶 p) • I1ER計画(国際熱核融合実験炉)等 国際協力をより積極的に推進する。

取組5 圏内における原子力政策上の課題への取組の強化

①原子力施設の耐震安全性の確認などリスク管理活動を強化する。

②高レベル放射性リ廃棄物処分は，後世代に先送りすることなく その着実な前進を図る。

③科学的合理的な安全規制システムに基づき，既存の原子力発電所の定格出力向上や設備利用率向上を実現する。

取組6 原子力エネルギー利用を安全に推進するための取組に関する国民との相互理解活動の強化

(脈問委肱「地球環境保全山吋定供給仰の聞のビジョン問る)

懇談会」報告.2008年5月 J 
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[気候変動の科学]

2050年に世界の温室効果ガス排出量半減目

標は，気温上昇を 20C以内に抑える目標に相

当します。 C02濃度を450ppmで安定化させる

排出削減カーブを日本に適用した場合， 2020 

年だと05年比10%の削減が必要となります。

[国際公平性]

C02を1トン削減するのにかかる費用「限

界削減費用」を一定化，あるいはGDP当たり

の限界費用を一定化して削減義務量を決めれ

ば，公平性が確保できると思います。世界モ

デル(地球環境産業技術研究機構，国立環境

研究所)では，先進国全体で25%削減する時，

各国で限界削減費用均等化ケースで，日本は

2020年に05年比 9~11%削減，限界削減費用

は90~130 ドル/t-C02 となります。

[実現可能性]

実現可能性を高めるため，限界削減費用が

5，000円/t-C02以下の対策を講じていく必要があ

ります。限界削減費用が1万円もするようでは

経済原理に反するからです。原子力の稼働率を

90%とし，LNG火力発電の効率を改善した場合，

2020年に05年比10%削減が可能となります。

以上を勘案しますと，日本にとって2020年

に05年比10%削減が3つの側面で整合性がと

れた最も妥当な削減目標となります(図2参

照)。こういうことはきちんと主張すべきです。

2030年の長期エネルギー需給の姿

経済産業省は，エネルギー基本計画の見直

しに沿った 12030年の長期エネルギー需給の

姿J(2010年6月)を発表しました(図3参照)。

(出所:中期目標検討委員会への湯原委員提出資料， 2009年4月)

憧トン CQ2

15 

10 

図2 気候変動の科学，国際公平性，実現可能性から見た2020年の削減目標

1990 

(90年比+15%)

2007 
現状
(トマンンヨツク前)

2030 2050 

百万日kl

700 

600 

500 

400 

300 

200 

100 

初日7年度実績 2030年推計

(出所:経済産業省， 2030年のエネルギー需給の姿， 2010年6月)

図3 長期的なC02の排出量のパスとエネルギ一構成
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2030年まで‘にC02約5億トンを削減する費用

削減量 (Mt) 投資 (兆円) 削減費用
(千円/1αコ，，)

(民生)

住宅建築省エネ 59 50.3 852 

高効率給湯器 19 4.6 242 

高効率照明 28 4.2 150 

グリン IT 30 6.0 200 
その他 30 11.4 380 

(産業)

製造部門省工ネ

革新的技術開発 39 6.6 169 
ガス転換

(運輸)

次世代自動車

バイオ燃料 54 13.6 252 

(転換)

再生可能エネルギー 60 26.1 435 
原子力発電 160 5.6 35 
火力発電高効率化 25 2.5 100 

表2

(出所:経済産業省， 2030年のエネルギー需給の姿， 2010年6月)

のある技術がありますから，それを考慮する

と1万円を割ることになると思いますが，少

なくとも5，000円は大幅に超えます。

温度上昇20C以内抑制とC02排出曲線

「オーバーシュー卜シナリオ」という排出シナリオ

大気中のC02濃度が一度は目標レベルを超

えるものの，コントロール次第で今世紀中に

気温上昇を 2"C以内に収めることができると

いう新しい考え方「オーバーシュートシナリ

ォJ(図4参照)という排出シナリオがありま

す。

2030年までに2007年実績から約5億トンの

削減は大変難しいと私は思っていますが，原

子力と再生可能エネルギーで40%というエネ

ルギー構成は， Iトリプル50Jに随分近づいて

きたと思っています。

それから，化石燃料の自主開発で自給率を

30%にする。今後の自主開発油田はほとんど

海になります。日本が権利だけ買うのではな

く，開発しながら自給率を上げていくという

のは非常に重要になってきます。

問題は，今から2030年までの20年間で5億

トン減らすための費用です(表2参照)0 経済

産業省の計算では， 2030年までに131兆円を投

入し， 69兆円の省エネ効果があり， 62兆円は

回収できません。計算すると限界削減費用は

約l万3，000円になります。 2030年以降も寿命

E Stabilization (従来)・排出継続による安定化
混度l阜商いまま

削
機
NOυ

.. . ~............................. .................................. ...................... 11.. ••••• 

ゼロ排出後，地理システムの領収効果による
究極の潰皮安定化レベルに近づ〈Z Stalibization :ゼロ排出安定化

混度低下が期待

時間

(口d叩断肱所:川加吋…h川M…拙
由配eat回mos叩曜帆pμ凶>h巴n即cc紅抽'bo佃lfid伽1ω0氾凶d巴via zero叩lIll邸剛一 An a1temative way to 瑚 blegloba1 I 
environment，" 2C削 f
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2009年10月のキヤノングローパル戦略研究所

のシンポジウム「地球温暖化抑制へ向けて世界

が共有する目標について」では， 21世紀中に世

界全体で総量650ギガトンのC02を排出し，来

世紀半ばにはゼロエミッションにして，気温上

昇は今世紀中に 20C以内に収めるというZ650シ

ナリオを，東京大学の松野先生から示して頂

きました(図5参照)。それによると， C02排

出量に対応する気温上昇は約1.8"cが最高とな

ります。英国から参加されたホスキンズ卿も，

同じような傾向を有するオーバーシュートシナ

リオを発表されました。既に温室効果ガスが

450ppmを超えている現在， Iオーバーシュート
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シナリオで，今世紀中に 20C以内を確保する」

シナリオを共有することが大筋の合意事項にな

っていくものと考えられます。いずれ「気候変

動に関する政府間パネルJ(IPCC)でも， Iオ

ーバーシュートシナリオ」が議論され， 4 ~ 5 

年後には発表されると思われます。

2050年までのZ650に沿う削減量

Z650の2050年までのカーブで見てみます

(図 6参照)。気温上昇を 20C以内に収めるた

めの排出量は一番上の線です。この線が科学

が要求している線になります。 一番下の線が
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図5 Z650とE450(lEA450シナリオ)との比較
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図6 科学に基づく「世界が共有する削減シナリオ案J
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2050年に世界で50%削減するための先進国

80%削減を示しています。

2つの椋の差が途上国の削減分で，真ん中

の線になります。途上国は2020年~2030年に

05年の1.6倍の排出量になります。1.6倍の中で

高度成長が図れないかが問題になります。

因みに，中国はコペンハーゲン会議 (COP15)

の終盤で， GDP当りで2020年までに05年比45%

削減することを初めて公にしました。中国の成

長率が6%だと，この比率1.6倍にほぼ乗って

きます。

排出量が05年の何倍になるか(図 7参照)。

エネルギー総合工学研究所のシミュレーショ

((~ t ∞'2 ) 

350 
CU2排出量

300 

250 

200 ι 

150 

100 

50 

0 

20∞ 2010 2020 2030 2040 20ω 

年

ンコードGRAPEで，世界で最適化する時の中

困のC02排出量を計算すると， 1.6倍です。 05

年比で83%削減を掲げている米国は， 2050年

に60%程度の削減結果が出てきます。

しかし，中国が2020年に1.6倍に抑えること

は難しいかも知れません。また，日本も2020

年25%削減は達成不可能と思います。そこに

二国間取引の必要性が出てくると思います。

同じように， OECD諸国の削減率は60%で

いいことになります。今， 05年比80%削減を

掲げていますが， 20%分の削減費用を途上国

への資金援助に充ててC02削減をする根拠に

もなってくるのではないかと思います。
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Z650に対応するエネルギー構成

世界全体で最適化された各国の排出曲線に対

応する世界のエネルギー構成はどうなるのか。

GRAPEを使って描いてみました(図8参照)。

C02回収隔離 (CCS) というのは非常に重要

だということが指摘されていますが，いろい

ろ条件を変えて検討してみると，基本的には

CCSがないと最適エネルギー構成が成立しな

い結果になりました。一方で，日本のように

海底下に隔離する高額経費を必要とするCCS

はなかなか入ってこない結果になりました。

Z650に対応する世界の発電電力量

Z650に対応する2050年までの世界の電源構

(TWh) 

70.000 

60.000 

50，000 

40.000 

30，000 

20，000 

10，000 

成(図 9参照)を見ると，石炭火力をいかに

クリーンに，高効率にするかというのが基本

になります。シエールガスが出回って天然ガ

スが安くなるので天然ガスのやりくりでいく O

原子力も2050年までに何千基と導入されてき

ますので，ウラン資源の不足は明白なわけで

すから， 2050年の以前から高速増殖炉 (FBR)

の導入が必要だということになります。

IEAシナリオの問題点

国際エネルギー機関 (IEA)の「世界エネル

ギー展望2009年版」の450シナリオ， Iエネル

ギー技術展望2010年版」のブルーマップシナ

リオには色々な問題点があります(表3参照)。

大気中の温室効果ガスの濃度を450ppmで安

ロFC

ロ太陽光

-風力

ロバイオマス

・水力

111 FBR 

-軽水炉

圃水素直後

回天然ヵ'A+CCS

ロ天然ガス

・石油+CCS

・石油・IGCC+CCS
・IGCC
回石炭+CCS

2000 2020 2040 2060 2080 2100 I ロ石炭

図9 Z650に対応する世界の電源構成

表3 IEA450シナリオとブルーマップシナリオの問題点

(1) 450ppm削減曲線

京都6ガスで45Oppm，C02単独で370ppmであるが，すでにこれを超えている現状にあわない。 6ガス合
計でも450ppmを超えている。

(2 )ブルーマップ

世界で2050年50%削減，先進国(米国81%減， 0配D74%減)

(3) 2030年における先進国聞における不公平性

OECD46%減，米国44%減， EU44%減，日本50%減;限界削減費用均等化の原則にそぐわず，累積C02
排出量のシェア(米国28%，EU23%，日本4%)から見ても不合理。

( 4 )原子力の抑制

2030年世界で700GW，2050年原子力は一次エネルギー供給の16%，2050年の建設コストを3，000ドル/kW
と想定。

( 5 )過剰な再生可能エネルギー
2050年一次エネルギー供給の40%を再生可能エネルギーとしている。コストを安く見積もりすぎている o

(6) CCSへの依存

世界の全火力の58%(石炭火力の95%)にCCS

第33巻第4号 (2011) -11一
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※2030年は450シナリオ、 2050年はブルーマップシナリオに対応。

IEAシナリオに対応する2030年と2050年のエネルギー構成図10

新しい産業政策の基本

政府は2010年6月18日， I新成長戦略J，I産

業構造ビジョン2010Jなどを閣議決定し，日本

の新しい産業政策を示しました。そこでは，ア

ジアの内需を創造する アジアとともに戦略的

に国際標準化を進める，アジアとともに低炭素

産業杜会を構築する等，アジアでの展開が基本

になっています。いずれも原子力に当てはまる

ので，新しい産業政策を適用することで原子力

産業が飛躍できるのではないかと思います。

新しい産業政策と原子力産業の進化

定化させる450シナリオは成立しないと思いま

す。既に450ppmを超えていますから，大気中

から回収しない限り達成できないからです。

累積排出量で世界の 4%でしかない日本に

対して，累積排出量が20%を超えている米国

やEUよりも大きな50%減を求めるのは，公平

性を欠くのでないかと思います。

このシナリオでは，原子力の建設コストを

3，000ドル/kWと高く見積もって導入しにくく

なっている一方，再生可能エネルギーは非常に

安く見積もって沢山入れるようにしています。

私は， FBRを含めた原子力の展開を図るこ

と， ccsに過剰な期待をしないこと，再生可
能エネルギーにも過剰に期待しないことが大

切だと思います。

[国際標準化]

私はこの4年間，機械学会の発電用設備規格

委員会委員長として原子力発電所の規格基準作

りに携わってきました。そういうことから，や

はり規格基準と認証がいかにアジア展開にとっ

て重要かということを強く認識しています。

IEAの2030年，2050年のエネルギー構成では，

世界全体で2050年までに再生可能エネルギー

40%，原子力16%となっています(図10参照)。

中国は2030年9%です。これは200GW近くで

す。もちろん中国は， 2030年に200GW(100万

kWの原子力発電所を200基)， 2050年には

400GWの原子力導入を計画しています。

季報エネルギー総合工学-12一



「産業構造ピジョン2010Jでは，国際標準

化を強く意識して，製品やプラントの開発，

規格基準の標準化，そして，その認証までを

ワンセットだとしています。こういうことを

産業政策が福うのは初めてのことで，非常に

意義深いことだと思います。

[C02関連メカニズム]

今までのCDMでは日本が得意とする自動

車，家電等の省エネ製品，原子力発電や高効

率石炭火力発電は実質的に対象外になってい

ました。しかし，これからは日本が得意とす

る低炭素技術点製品の普及で削減した排出量

を二国間協定等を通じて，日本の削減量とし

て独自認定する新たな仕組み作りがビジョン

として掲げられています。

[海外での実証・普及，多様な技術人材の確保]

これはFBRや次世代軽水炉にとって非常に

重要なファクターになると思います。海外で

現地の人たちと実証プラントを運転し，人材

育成もすることが明確に打ち出されています。

人材育成計画

新しい産業政策では，色々な人材育成計画

が掲げられています(表4参照)。

2020年までに外国から優秀な学生を沢山受け

入れて30万人にする。交換留学で日本の学生も

どんどん世界に出す。そんな計画があります。

リーデイング大学院構想では，日本が強み

を持つ学問分野を結集して「リーデイング大

学院jを構築し，成長分野で世界を牽引する

リーダーとなる博士人材を国際ネットワーク

の中で養成します。

また，独立行政法人の研究所を改革して，新

成長戦略やアジア戦略に適した国立研究開発機

関 (GOCO: Government Owned Contractor 

Operated)を作る構想もあります。これは，原

子力あるいは新型軽水炉をアジアに展開してい

く上で避けて通れない問題でもあります。開発

体制を公的資金による産業界主導にするかどう

かという問題を含んでいます。

米国では設備の所有者が国で，運営が民間と

いう国立研究所は当り前です。そこでは，政府

がしっかり目標設定し，予算配分し，決められ

た期日までに確実に開発をすることが求められ

ます。日本でもそういうふうに研究開発体制を

変えていくことがより重要になると思います。

アジア展開の鍵一中国の理工系人材の吸収

2020年，中国では大卒者数が1，000万人を超

えると予想されています(図11参照)。日本の

大卒者数は2004年に55万人，理工系は2割に

留まっていますが，中国ではほぼ半分が理工

系です。このまま推移すれば，中国では2020

年に理工系の大卒者数が約500万人になりま

す。また，中国の大卒者の就職率は35%くら

いと言われています。優秀な理工系の人材が

表4 新しい産業政策における人材育成計画

第33巻第4号 (2011)

-グローパル人材の育成と高度人材の受入れ
日本人学生海外留学・研修30万人，外国人学生受入れ
30万人計画
双方向型留学生政策の強化

・リーティング大学院構想等(総合，横断，オンリーワン)
による国際競争力強化と人材育成

• r国立研究開発機関」制度の創設
独法制度の反省と研究開発システムの改革
グローバル基準のマネジメント (GOCOとトップダウン
マネジメント，公設民営)

・東アジア地域の成長に貢献する人材教育

・理系人材の育成強化による成長戦略(博士号取得者がリー
ドする研究開発力の強化)

・専修学校留学生受け入れ促進と総合的支援
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中国 EU諸国 米国

湯原註)中国の2005年大卒者数:147万人(うち理工系68万人) 進学率12%
日本の2004年大卒者数 55万人(うち理工系12万人) 進学率41%

(酬:アンドレア 日イヒーCD教育局指標分析課長プ山)
テーション資料， 121世紀に必要な能力J，2009年12月2日 ! 

図11 大卒者数の推移(中国， EU諸国，米国)

何百万人も余りそうです。

原子力業界がいかにこれらの人材を吸収し

ていくかがアジア展開の重要な鍵になってく

ると思います。

新型炉のアジア展開

次世代軽水炉の開発目標

次世代軽水炉の開発目標は，欧米の許認可

と規格基準にどう対応するかという姿勢から，

プラントの独自開発世界標準化認証力の

獲得へと転換すべきだと思います。世界標準

になるような独自のプラント開発をして，認

証力とのセットで事業展開する。次世代軽水

炉開発に携わる方々にはそれを目指していた

だきたいと思います。

今，世界で普及している軽水炉は，プラン

ト開発・世界標準・認証をワンセットにして

アメリカで開発されたものです。日本は翻訳

すれば規格基準はできるということで，随分

とその恩恵を受けたわけです。しかし，そう

いう姿勢から決別しないと，日本独自の次世

代軽水炉をアジアに展開することは不可能と

考えます。

原子力の輸出産業化戦略

韓国は2010年1月に「原子力発電輸出産業化

戦略」を発表しています(表5参照)0 2030年

までに80基の原子力プラント輸出を目指してい

ます。 2030年の世界の新規原子炉数が400基と

予想されていますから，そのうちの2割は韓国

が受注しようというわけです。韓国はその実現

に向け，人材育成や機器国産化等への大規模な

投資を含む，国家戦略を示しています。日本に

も原子力輸出戦略ができるといいと思います。

表5 韓国の原子力発電プラン卜輸出目標と期待効果

韓国内での重機売上増大効果

(累計)

8，460億ウォン

26~回，370億ウォン

(出所:韓国知識経済部，原子力発電輸出産業化戦略， 2010年1月)
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原子力船の動向

原子力船の開発・標準・認証への動き

今，世界の海運業界で原子力船の風が吹き

始めています。 2009年12月，世界最大の海運

会社である中国遠洋運輸総公司 (COSCO)が

原子力商船の可能性について中国の原子炉メ

ーカーと検討中であると，業界紙ロイドリス

トが報じました。

報道の直後に，ノルウェーの船級認証機関

DNVは，原子力商船の開発標準認証に関

するフイージピリテイ・スタデイを開始し，

そのワークショップに私も参加して資料を提

供して意見を述べました。 2010年3月にはそ

の報告書が公開されています。

米国では，報道を受けてアメリカ造船造機

学会 (SNAME)が緊急ワークショップを聞き

ました。実は，米国は，海軍の艦艇ですが原

子力船の建造では世界ーです。現在，世界で

200隻ぐらいが運行中で，米国艦艇は5，700万

km無事故という安全性を示しています。

ロシアでは砕氷コンテナー船をはじめとし

て，艦艇でない原子力船が既に何隻も運行中

です。

(万円/個)

7 

6 

5 

4 

E L E 3 

2 

。

60ドル/バレル以上なら原子力船が低コスト

原子力船についてのフィージピリティ・ス

タディを行ったことがあります(図12参照)。

原油価格が60ドル/バレル以上だとデイーゼ

ル船よりも原子力船のほうがコストが安いと

いう結果が出ました。

先ほどのDNVのフィージピリティ・スタデ

イでも，重油価格が70ドル/バレルでは原子

力船のほうが生涯コストでほぼ1割ほど安く

なる結果になっています。原子力船の実現に

は，その圧倒的な経済的優位性に加えて，こ

れまでの実績に基づく安全性への理解が不可

欠であると思います。

海洋資源開発に役立つ深海船用原子炉

わが国の排他的経済水域は，ベースメタル，

レアメタル，レアアースの宝庫です。エネルギ

ー・鉱物資源の開発の基盤整備をやると「海洋

基本計画J(2008年3月)に記されました。深

海底での資源探査海域には，深海用原子炉を搭

載した科学調査船が必要になると思います(図

13参照)0 原子力開発機構が深海船用原子炉

DRX (D田p-seaReactor X) という非常にコンパ

クトな円柱状の原子炉の概念設計を行っていま

す。これはお蔵入りしていますが，持ち出さな

ければならない状況になってきました。

原子力商船

21ドル/バレル時 60ドル/バレル時 100ドル/バレル時

テ2イ ゼル船

(断:叩湯原哲夫堀浩之叫ル……ーのフィー)
ジピリティ(1)実用化のための課題整理及びC02削減効果J，日本原子力学会春の年会予|
稿集， 2008年3月 ! 

図12 6，000個積み司船速25kt時の原子力船とディーゼル船のRFR内訳
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(出所:http://jolisfukyu.tokai -sc.jaea.go担/fukyu/ta刊/ACT95j/06/0603.h回)

図13 深海用原子炉DRXとDRX搭載深海科学調査船

おわりに

地球温暖化問題を考える時，原子力が基幹

産業としてその役割を果たすには，開発体制

にも歴史的転換が必要だと思います。その際，

原子力を新しい産業政策の中で位置づけて展

開していくことが大事です。

原子力船のニーズが高まり原子力船時代が

必ず来ると思いますし，レアメタル，レアア

ースの開発には原子力潜水艇が多いに役に立

つことになると思います。

以上です。ありがとうございました。
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[講演2] 

わが国の成長戦略と原子力

舟木健太郎(紘叫-L覧会22業部)
t~妥協会謀総務総総務総級制緩まま泌総ji訴訟を3添え級協議総務総長ri5;-]誌な鰍:議長議主義~})，託金石

「新成長戦略」と原子力

「新成長戦略」の目標

2010年6月18日に閣議決定された「新成長

戦略」の目標は，課題解決を通じて需要と供

給の好循環を作りだすことです。課題とは，

過去5年間ぐらい 1%にとどまっていた実質

成長率を 2%にする，過去20年間 0%だった

物価上昇率(デフレ状態)を 1%での安定的

に上昇させる，現状5%の失業率を 3%に下

げる，ということです。いずれも野心的です

が，日本の成長に不可欠な目標です。

7つの戦略分野と21の国家戦略プロジェクト

戦略分野として，①グリーン・イノベーシ

ヨン，②ライフ・イノベーション，③アジア，

④観光・地域，⑤雇用・人材，⑥科学・技

術・情報通信，⑦金融の 7分野が掲げられて

います。

グリーン・イノベーションでは， I環境未来

都市構想jということでスマートグリッドを

中心とした都市全体での省エネ，新エネの導

入，電力会社による再生可能エネルギーの買

取り制度，原子力の着実な推進が掲げられて

います。アジアの戦略のところで，原子力を

含むインフラ海外展開が挙げられています。

第33巻第4号 (2011) 17 

「産業構造ビジョン2010J

新成長戦略が閣議決定される直前，経済産

業省の産業構造審議会・産業競争力部会が

「産業構造ビジョン2010Jを策定し，その内容

が「新成長戦略Jに盛り込まれました。この

中で，①産業構造の転換，②企業のビジネス

モデル転換の支援，③「グローパルイ七」と

「圏内雇用jの三者択ーからの脱却(海外展開

を国内施策の一環としても取り上げていく方

向性の明確化)，④政府の役割の転換(国家間

の競争に勝ち抜くための官民連携)，を強く打

ち出しています。

新成長戦略に関する最近の動向

[新成長戦略実現に向けた3段構えの経済対策]

9月10日に， I新成長戦略実現に向けた 3段

構えの経済対策」が出されました。ステップ

lの「円高，デフレ状況に対する緊急的な対

応」として，雇用・投資・消費の基盤作りが

掲げられています。

投資分野では，低炭素型雇用創出産業の立

地支援の推進が大きな柱として掲げられてい

ます。これまでに， LED照明や電気自動車関

係が多いのですが，原子力の部材メーカーで

もこの制度を活用した実績があります。消費

分野では，家電エコポイント制度と住宅エコ

ポイント制度の延長が盛り込まれています。



ステップ2 I今後の動向を踏まえた機動的

対応」のために補正予算を組むか，今検討し

ているところです。

[新成長戦略実現会議]

「新成長戦略」の実現を推進・加速するため

に，関係閣僚と産業界，労働界，民間有識者で

構成される「新成長戦略実現会議」が設置され，

9月9日，その第1回会合が聞かれました。こ

の会議の下の「パッケージ型インフラ海外展開

関係大臣会合」では，原子力発電が上下水道，

鉄道とともに重点分野に選ばれました。原子力

発電の国際展開について，閣僚レベルの議論が

なされ，政府開発援助 (ODA) との連携やフ

ァイナンス面などで，同会合を通じて各省を超

えたイニシアチブを執っていくという流れにな

っています。

[新成長戦略実現アクション100]

8月末，経済産業省は， I新成長戦略実現ア

クション100Jとして，平成23年度概算要求を

行いました。原子力関係予算は，今年度約

1，750億円から来年度は10%増の1，920億円を要

求しています。金額的に大きいのは電源立地

交付金の拡充ですが，その他海外人材育成関

係の予算倍増，新規要求では低濃縮ウランの

備蓄事業や輸送経路実証事業といったフロン

E盟園璽園Uli=!fli皿厩圏

トエンドにも国際協力を視野に入れ，力を入

れていこうとしています。

諸外国の動向

再評価と導入・拡大

「原子力ルネサンス」の中で，欧州各国で

原子力回帰の動きがあります(図 1参照)0 英

国，イタリア，スウェーデンに加え，最近で

はドイツでも原子力の継続方針が打ち出され，

政府が電力会社を経済的に支援していこうと

しています。米国では経済状況が回復すれば

また原子力発電所の建設が加速するという期

待をもっています。また，中国，インドでは，

新規導入を急増させていく計画です。

海外展開の具体例

[フランス]

国営会社アレパが燃料供給から再処理等パ

ックエンドまで一元管理している点が特徴的

です。アレパはウラン生産も第3位で(表 1

参照)，フロントエンドを押さえ，新規導入国

に対し，建設・運転・保守，核燃料供給，再

.. 匝ヨ=到団藍沼E頓~駐1主，，f匙霊霊豆r~寓看闘置n図z温圃圃

-中園、インド‘ロシア

(中国 13基・約1100万kW

図1 世界で広がる原子力の再評価と導入・拡大の動き~原子力ルネサンス
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表 1 世界のウラン生産企業 (2008年)

企業名 tU % 

Rio Tinto (英・豪) 7，975 18 

Cameco (加) 6，659 15 

Areva (仏) 6，318 14 

KazAtomProm (カザフ) 5，328 12 

ARMZ (露) 3，688 8 

BHP Billiton (英・豪) 3，344 8 

Navoi (ウズベク) 2，338 5 

Uranium One (加) 1，107 3 

Paladin (豪) 917 2 

GAlHeathgate (米・豪) 636 

その他 5，620 13 

世界生産合計 43，930 100 

(出所:World Nuclear Associationウェブサイト)

処理等までフルパッケージで提案できる点が

強みと言われています。また，フランス電力

公社 (EDF) と連携して，欧州加圧水型軽水

炉を積極的に国際展開しています。

[韓国]

日本より高い設備利用率93.3%が韓国の強

みだとよく言われますが，韓国の資料によれ

ば， APR1400の建設単価は2，300ドル/kWと価

格競争力も相当あります。さらに，建設期間

も52カ月と非常に短いです。また，安全規制

については，米国の原子力規制委員会 (NRC)

のものを相当お手本にしたということで，こ

れも新興国に対して売り込みをかける材料と

伺っています。

100-120万kW級

ABWR 

グローパル市場で競合する最新型軽水炉

各国市場で最新鋭炉の建設・開発が進めら

れています(図 2参照)0 130~ 170万kW級の

大型新型炉が出ているという状況です。わが

国が官民一体となって開発中の次世代軽水炉

は180万kWを超える計画です。

各国の燃料供給のサプライチェーン

ウラン需要の急増が見込まれる中，各国・各

メーカーは燃料の安定供給確保を図るための取

組みを強化しています。例えば，フランスやロ

シアは国営企業による一貫した燃料供給力を保

有しています。

また，新規導入国等が，原子炉の建設・運

転のみならず，燃料供給にも強い関心を示し

ているところ，燃料供給保証の仕組みに関す

る国際的な枠組みづくりの議論も徐々に進展

しています。

わが国原子力産業の強みと弱み

1980年後半以降の世界的な原子力停滞期にお

いても，日本のプラントメーカーは囲内需要と

メンテナンスで，人材を確保して事業を続けて

きました。国際的産業再編の中，わが国メーカ

ーはこれが強みとなって，米国メーカーと提携

し中心プレーヤーになったと認識しています。

130-170万kW級

ESBWR 

サイズ:135-150万kW サイズ:155方kW
主な特徴 インターナルポンプによる再 主な特徴 自然循環方式のシンプdレ構造.

循環系 7)レパッシブ化

BWR 米国DC目取得酒 米国DC目審査中

建設実績圏内4基 建設実績固なし

建設園内2基，台湾2基建設中 建設予定米圃6基
圏内7基，米国2基(車芝)

建設予定

ATMEA1 AP1000 APWR EPR US-APWR 

サイズ 100-115万kW サイス':110-120万kW サイズ 150万kW サイズ 160万kW サイズ 170万kW

主な特徴:ハイブリッド 主な特徴宜全系のパッ 主な特徴大型化，炉心 主な特徴 4重宜金高，航空 主な特徴 APWRの

安全系，柔軟 シブ化，炉の 改良 機落下対輩等，既 大型化

な運転性 コン"クトイヒ 米国DC なし 存技摘で最高の安 米国DC 審査中

PWR 米国DC なし 米国DC 取得済 建設実績なし 全性追耳 撞設実績なし

建設実績:t.t:し 撞設実績固なし 建設予定目圏内2基 米国口C目審査中 撞設予宜回米国2基

建設予定:なし 建設予定回米国14基唱 建設実績固なし

中園4基 建設フィンランド1基，

仏1基盈設中

米国8基唱中国2基

建設予定

図2 各メーカーが建設・開発中の最新鋭炉
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今後，ロシア，韓国の企業の台頭で，さら

に価格競争が厳しくなっていくと予想され，

ここで国際的な価格競争への対応も不可欠に

なっています。また，サプライチェーン，原

子力産業全体で，産業と人材の厚みを増して

いく，あるいは海外に出ていけるように強化

していくことが重要な課題です。

また，一部の部材産業では，世界的な高い

シェアを持って活躍している日本企業があり

ます。そういった企業が活躍を続け，新しい

企業も出てきて日本の原子力を盛り上げてい

く体制を中長期的にも考えていかなければな

らないと考えています。

経済産業省としても戦略的原子力技術利用

高度化補助事業として，平成21年度から部材

産業に対しても技術開発支援を行っています。

「エネルギー基本計画Jと原子力政策の方向

「エネルギー基本計画」の視点と目標

「エネルギー基本計画J(2010年6月)の基

本的な視点は，従来のエネルギーセキュリテ

ィー確保，温暖化対策，効率的な供給という

憶トンーC02
14 

12 

10 

8 

6 
1990 1見状 間リーマン

[2007]泊 ツク前)

政策の考え方に，経済成長の実現と産業構造

改革を追加したものです。

2030年に向けた目標としては，①エネルギー

自給率および化石燃料の自主開発比率の倍増

(約70%)，②ゼロ・エミッシヨン電源比率の倍

増(約70%)，③家庭部門のC02を半減，④産

業部門では，世界最高レベルのエネルギー利用

効率の維持・強化，⑤エネルギー製品の市場で

日本企業がトップクラスのシェアを獲得してい

く，を掲げています。今，この目標を実現する

ための取組みに励んでいるところです。

原子力発電の目標

原子力発電については， I自立的かっ環境調

和的なエネルギー供給構造の実現」という目

標の中で位置づけ， 2020年までに新増設9基，

設備利用率約85%，2030年までには少なくと

も14基以上の新増設と設備利用率約90%とい

う目標を掲げています。低炭素化のエネルギ

ー供給構造を目指していく中で，設備利用率

を上げ， kWhベースでゼロ・エミッション電

源比率70%という電源構成を目指していくこ

とが課題になっています。

図3は，その前提となるC02排出削減の目

指すべき姿です。 2030年には90年比30%削減

2020 

13.1億トンー「

約5億トン

削減

実質GDP(∞年基準)
約740兆円

エネルギー基本計画の異

7.3億トン . 体的施策を強力かっ+分
に推進したケース

(90年比企30%)
(07年比640%)

2030 

C亙亙LJ
万人 く +if..J2% >< +h12%二〉 主脚内-ACImBI

11529万人 E'~晶一一一鑑阜鍾一 一鮎
5171万世帯 5242万世帯 川 ~-眼目 4可 c，，"" ._ ，..町

四S/bbl 169S/bbl 

図3 2030年のエネルギ一需給の姿(試算)
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を目指すべく，再生可能エネルギーと原子力

のいずれも重要ということで取り組んでいま

す。設備容量ベースだと再生可能エネルギー

が2030年で約 4 割，原子力が2~3 割ですが，

家庭電力量では，再生可能エネルギーが約2

割，原子力が約5割になるという試算です。

目標を具体化する取組み

これを具体化する「原子力発電推進行動計

画J(2010年6月)は，政府だけの考えだけで

なく，総合資源エネルギー調査会原子力部会

で，産業界，学界はじめ関係者の皆さんと議

論をしてとりまとめたもので，それぞれの役

割の位置づけを行い，取組むべき行動を掲げ

ています。

[新増設，リプレース，設備利用率の向上]

安全・安定運転を基本としつつ，長期サイク

ル運転，運転中保全の実施，事業者間でのベス

トプラクテイスの共有などの取り組みを関係者

一体となって進めていくことになっています。

[相互理解の推進と立地地域の振興]

設備利用率の向上等に向けて立地地域との

相互理解を促進していくことが重要な課題に

なっています。広聴広報体制，電源立地交付

金についても更なる改善を図っていくところ

です。

[科学的・合理的な安全規制の充実]

原子力安全・保安院において必要な取組み

を実施していくとともに，産業界とのコミュ

ニケーションの充実に努めているところです。

7月に産業界とのラウンドテーブルを開催し

た他，原子力安全規制情報会議 (10月7日~

8日)を開催し，原子力の現状と今後につい

て議論していくことになっています。

[ウラン燃料の安定供給]

事業者のウラン鉱山開発を支援するため，
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貿易保険などファイナンスの面で協力をして

いくことを掲げています。

[核燃料サイクルの早期確立]

「中長期的にブレない」国家戦略として核

燃料サイクルを着実に推進していくという方

針を確認しています。六ヶ所の再処理，プル

サーマルについて引き続き取組みます。

また，高速増殖炉 (FBR)の実用化に向け

て，引き続き研究開発プロジェクトを進めて

いく計画です。

高レベル放射性廃棄物の問題については，

地層処分の文献調査の早期着手に向けて，

NUMO等と連携して，来年着手できるよう取

組みを進めているところです。

[原子力の国際的課題]

原子力産業の困際展開については，地域毎

の戦略を掲げています。欧米市場については公

的金融支援を活用しながら新規建設を積極的に

支援。中国市場については資機材輸出を支援。

インドとは二国間協力協定の議論が行われてい

ますが，情報交換を推進していきます。

新規導入国には，システム輸出として建設

から法制度まで含めた一体的な対応を図って

いきます。

おわりに

原子力発電は，国内外，とりわけ新興国市

場で成長が見込まれている戦略分野であると

ともに，引き続き成長のための経済基盤であ

るエネルギー供給体制の柱としての位置づけ

は変わりません。さらには低炭素化，自主エ

ネルギー比率の向上という流れの中でさらに

重要性が増大していると考えています。

その中で，諸外国も産業政策や官民一体と

なって，新興国への展開を見据えた戦略にシ

フトしているということは明らかだと思いま



す。「原子力発電推進行動計画」において具体

的な方向を示していますが，引き続き電力会

社，プラントメーカー，部材産業など各主体

における成長戦略と連携しながら検討を深め

ていく必要があると思っています。

その際には，海外に通用するプラント，資

機材・技術の開発，また技術基準や安全規制

の高度化を図る。それから人材の問題，これ

を一体的に関係者で引き続き協議していくこ

とが必要です。

官民一体で取組む次世代軽水炉開発プロジ

ェクトは，海外市場への展開を目指していま

すので，これをモメンタムとして内外一体と

した政策を考えていくことが重要です。
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[講演3] 

電気事業者の国際展開について

i電気事業連合会 原子力部i
富岡義博(部長 ) 

世界の原子力導入の見通し

世界の原子力発電導入の見通しでは，エネ

ルギー安定供給， C02排出削減を中心とした

地球環境保全の観点から，世界的に原子力発

電の導入が拡大する見込みです(図 1参照)。

米国，欧州，日本，韓国といった，原子力

発電所をこれまで導入してきた固に新たな導

入計画があります。中国，インドでは，大き

な進展が見込まれます。

新規導入国，特に東南アジア，中近東に大

きな導入計画があります。

ちなみに，経済効果を見ると，例えば日本

でと7.7兆円，米国で15.5兆円ですが，中国は

63.5兆円，インドも 16.6兆円，東南アジアも

8.8兆円のマーケットとなりそうです。

わが国のスタンス

原子力産業の国際展開の意義

わが国のスタンスですが，総合資源エネル

ギー調査会原子力部会の資料によると，原子

力産業の国際展開の意義を次のように示して

います。

[国際的意義]

まず，エネルギ一安定供給と紛争防止への

寄与。資源獲得競争を緩和し，ひいては世

界・地域の安定と発展に貢献できるというこ

とです。

次に，温室効果ガスの排出削減・化石燃料

への依存低減への貢献。世界での化石燃料の

〆…
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w
m引
の
な

i

z
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出土田倣字1;t2025年までに厳たに生じると'"怨される市嶋規畿の金銅
下の敏字(カツコ・き}/~2025~撃に予怨される阻備容量と現在の匝備容量(G哨

能界庸子力悩会(糊抽，)2010年1月のデータをるに作成

図1 世界の原子力発電導入の見通し
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消費を抑制していくのですが，特に今後高成

長が見込まれる新興国ではエネルギー消費量

も増えます。そうした中で温室効果ガスの排

出削減をしていくには 原子力の導入は欠か

せないということです。

最後に，原子力の平和利用の健全な発展へ

の貢献。日本は， 40年以上， 50基以上の原子

力発電所の建設・運転の経験を持っています。

この安全で信頼性ある技術の普及によって導

入国での原子力安全，核不拡散等の徹底に貢

献できると考えています。

[日本にとっての意義]

まず，経済成長への寄与。原子力産業はわ

が国の強みを生かした輸出増大という形で，

日本経済への寄与が期待できる有力分野の l

つです。

次に，技術力・人材の厚みの維持強化。海

外市場の獲得を通じて これまでに培ってき

た囲内産業の技術力，人材の厚みを維持・強

化していくという意義があります。 1970年代，

80年代には，囲内の原子力発電所の建設が盛

んで， 10基~17基という多くの発電所が建設

されていました。 1990年代後半からは年間数

基しか建設されなくなってしまった。

2030年ぐらいには， 70年代， 80年代に建設

したプラントのリプレースで代替炉建設が始

まり，国内の建設も多くなっていくと見込ま

れますが，それまでは建設基数が少なくなり

ます。そこで，この低水準の期間に海外市場

の獲得を通じて，囲内の産業を維持するとい

うことです。

最後に，国内システムのリスク低減。困内

の炉型を他国に普及させることで，国内シス

テムの孤立化を防ぐということです。それに

よって安全安定運転を続けていくという意義

があります。

わが国の国際的課題への対応

2010年6月に公表された「エネルギー基本

計画Jや「原子力発電推進行動計画」にも書

かれていますが，原子力産業の国際化を積極

的に推進していくことを明確にしています。

その時に世界の原子力発電の導入見通しを踏

まえ，市場ごとの特性に合わせた対応が重要

だと思います。

欧米では既にかなりの規模のプラントが導

入されています。相対的に低リスクの市場で

すから，マーケットベースの民間活力も利用

して参入が考えられます。

他方，東南アジアや中近東の新規導入国へ

は，インフラも含め官民一体で輸出していく

という戦略になると思います。ハードウェア

の建設に加え，運営・管理，燃料調達から法

整備，人材育成，インフラ整備，資金調達協

力までを含めた一体的対応が必要です。広い

パッケージの輸出になっていくので，国の積

極的な関与のもとに，電力会杜を中心とした

一元的体制を構築していくことが重要です。

電気事業者の国際展開に対するスタンス

こう言った国のスタンスを受けて，電気事

業者は，わが国の原子力産業を活性化してい

くためにも積極的な国際展開が重要というこ

とを基軸として，官民一体となって具体的な

国際戦略を打ち立てる必要があると考えてい

ます。特に，新規導入国へのプラント輸出で

は，人材，物資，資金，法規制などの枠組み

も含めて，ハード，ソフト両面で支援する。

それから，相手国のニーズに応じて的確に対

応していくことが重要と考えています。

電気事業者は，ユーザーとして40年以上に

わたる原子力発電所の設計，建設，運転，保

全といった豊富な経験があります。この経験

をベースに，世界の原子力安全の確保にも貢

献していきたいと考えています。
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官民一体の体制へ向けて

「国際原子力開発株式会社」の設立

今，平成22年秋を目途に，新会社「国際原

子力開発株式会社」を設立する準備している

ところです。英文ではInternationalNuclear 

Energy Development of Japanですが，略称とし

ては， JapanのJを頭にし IJINED(ジーネッ
ド)Jを検討中です。*

[設立目的]

新会社は，新規導入国における発電所建設で

官民一体となった受注活動を行うことを目的と

しています。特に，ベトナムで原子力発電の建

設計画が進んでいるので，こうしたところにま

ずは力を傾注していこうと考えています。

4月に，経済産業省，電力会社，メーカー

という関係者間で合意を行いました。電力 9

杜と東芝，日立，三菱重工のメーカー，政府

系機関の産業草新機構による出資参画で設立

する予定です。

[新会社の責任と役割]

lつはベトナムを初めとする新規導入国へ

の輸出に特化していくことです。新規導入国

問覇輔議開園

からのニーズには，プラント建設のみならず，

資金協力，人材育成，燃料供給といった色々

なニーズがありますので，電力，メーカー，

その他関係企業，日本原子力産業協会なども

一緒になって，これらのニーズに新会社が一

元的に対応していくことを考えています。当

然，日本政府にも相手国と政府間交渉を行っ

ていただきます(図2参照)。

相手国からの新規提案を「国際原子力開発

株式会社jが取りまとめ，包括的パッケージ

として相手国に提案することを考えています。

官民一体体制の中核を新会社が担うというこ

とです。

電力事業者が出資参画する理由

電力会社がなぜ新会社へ出資参画していく

のか。それは，新規導入国での安全運転に寄

与することで，当該国の原子力安全を確保す

ることが重要であると共に，囲内の原子力発

電所の基盤の維持にも資するからです。囲内

で電力会社のプラントが安全・安定に運転さ

れていくためには，そうした技術基盤がどう

しても必要になります。ここが強固になって

いるということは大変重要なことです。

また，国内の原子力産業の発展に貢献する。

低炭素杜会の実現に向けた国際貢献に寄与で

きる O 国策プロジェクトに貢献できる O 電気

プロジェクトの
霊注獲得へ

図2 I国際原子力開発株式会社」の役割

*国際原子力開発株式会社は，平成22年10月22日，設立登記がなされた。(編集部)
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事業者が新たな事業機会を創出できるという

ことも重要なことです。

ベトナムからの受注に向けた活動

7月， NBF日比谷ピルに設置した設立準備

室ですが，再三，ベトナムを訪問し，先方と

話をしてきていますベトナムは縦に長い国で

す(図3参照)。ニントゥアン省内の 2地点で

原子力発電所建設計画があります。

第一地点については既にロシアとの話が行わ

れているということで，今，新会社が主体と

なって目指しているのは，第二地点の受注で

す。具体的には，ベトナムのニーズ調査，ニ

ーズへの対応の検討，人材育成計画への対応

の検討，具体的な提案の実施，リスク分析や

リスク分担の仕組みの検討を行っていきます。

図3 ベトナムの建設計画サイト

新規導入国における各種リスク

新規導入国だと，日本ではあり得ないリス

ク，民間ベースでは対応できないリスクがあ

ります(表1参照)。現行の貿易保険等でカバ

ーできない部分については固にも対応策の検

討をお願いしています。その具体化の議論に

も電気事業者が参画してやらせていただいて

いるところです。

新規導入国でのリスク低減の仕組みも新規

導入国へのプラント輸出については重要にな

ってきます。

関係者間の役割分担

官民一体となって輸出していくにあたって，

経済産業省に対しては，二国間協定の話，政

府支援，安全規制，損害賠償制度の支援をお

願いしていくところです。

日本原子力産業協会に対しては，これまで

ベトナム展示会や要人の招聴といった支援を

いただいていますので，引き続き，こういっ

たことで支援していただくということです。

メーカーにはプラント建設を中心に提案活

動を行っていただきます。電力会社は発電所

の運営の経験を生かしてニーズの調査，ある

いは日本原子力産業協会との連携でニーズへ

の一元的な対応，人材育成といったところで

貢献していただくということです。

表 1 新規導入国におけるリスクに係る検討

想定されるりスク(例) 具体例 損害額
現行の貿易保険轄で

カバーしうる範囲

輸出関連リスク 輸出先の資金繰り悪化に 輸出代金 -輸出保険により，非常りスク，信用

伴う代金回収不能 リスクともにカJ¥ー

建設遅延リスク 天災や政変，法令変更に 違約金(事業中止 -海タキ投資保険により.出資骨をカパー

よる建設遅延 の場合は出資金) -輸出補償保険により.遅延に伴う保証

金分をカパー

コスト超過リスク 規格・基準の変更による 違約金+コスト超 -海外投資保険により.出資分をカバー

調達資機材の変更 過骨費用(事業中 -輸出補償保険により.遅延に伴う保証

止の場合は出資金) 金骨をカバー

市場リスク 他エネルギ一価格の低下 減損額 -通常は.企業自らがリスクを低減する

等を原因とした採草悪ヨヒ などの工夫が必要

による事業困難

(出所:総合資源エネルギー調査会原子力部会第23回会合資料より抜粋)
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ハイレベルミッションの訪越

8月24日， 25日，直嶋正行経済産業大臣，

「国際原子力開発株式会社jの社長に就任予定

の武黒一郎氏，電力のトップ，メーカーのト

ップがベトナムを訪れ，政府高官に会って話

をしています。

直嶋大臣からは，資金面，人材育成面を含

め，あらゆる協力を惜しまない。政府，電力，

メーカーが官民一体となって協力する体制を

整備するという説明がなされました。官民一

体となって協力する体制というのが， I国際原

子力開発株式会社」です。

武黒社長からは，電気事業者として50年に

わたる日本の原子力の経験を生かした提案を

行い，安全で信頼される原子力発電をベトナ

ムでも実現したいという話をしています。

先方のグエン・タン・ズン首相は，日本の

原子力発電の安全性の努力を高く評価する。

(第一地点はロシアが受注したが)パートナー

を多様化するため，長期的な観点から日本を

パートナーとすることを真剣かっ具体的に検

討していきたい。新会社設立を歓迎し，日越

の窓口として両国の協力関係構築への貢献を

期待するといった言葉をいただいたというこ

とです。

第33巻第4号 (2011) -27一

おわりに

わが国の原子力産業を活性化していくため

にも積極的な国際展開が重要です。官民一体

となって具体的な国際展開を行う。そのため

にも新会社を設立して ベトナムを始めとす

る新規導入国における発電所建設プロジェク

トに対して官民一体で受注活動を行っていく

という所存です。私からの話は以上です。
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原子力の国際展開について
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(図 1参照)。世界の経年プラントの状況を見

ると， 432基の運転中プラントのうち50%が20

年から29年， 30%が30年以上です(図 2参照)。

経年プラントの価値・効率向上による寿命延

長が必要になってきます。

日本では「原子力発電推進行動計画J(平成

22年6月)が策定され，新増設を2020年までに

9基， 2030年までには少なくとも 14基以上とし

ています。

世界における原子力発電

世界における原子力発電の発電用量は，

2009年から2025年までに2.3倍に増加すると見

込まれ，特に中困，インドで増加が顕著です

原子力発電の推進状況
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く現在退転中プラント:432基〉
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原子力発電所の運開後経過年数による基数 (2010年時点)
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図3 世界と日本の設備利用率の状況

日本と世界の原子力発電所設備利用率

2000年代初頭までは日本の設備利用率は約

80%でしたが，地震等の影響で低下していま

す(図 3参照)0 I原子力発電推進行動計画」

では，長期サイクル運転，運転中の保全を含

む施策を講じて， 2020年までに85%，30年ま

でに90%以上に向上するとしています。

海外展開においても， C02の削減に加え，

設備利用率の向上は重要な評価ポイントの 1

つです。

原子力発電推進の意義

原子力発電推進の国際的な意義は，①世界の

エネルギー安定供給への寄与，②温室効果ガス

排出削減への寄与，そして③原子力平和利用の

健全な発展への貢献です。

日本にとっての意義は，①輸出相手固と自

固との経済成長への寄与，②海外展開で相手

国と自国の人材育成への寄与です。これらを

通して国同士の“WIN-WIN"関係構築が両国の

長期的な利益となります。

新規建設の動向

市場に適合するアプ口ーチ

米国ではオパマ政権の政策として， 2010年

1月に一般教書演説で原子力推進を明言しま

した。また，原子力発電所を建設するため政

府債務保証を 3倍に増額する方針を表明して

おり，既にVogtleへの融資は決定しています。

さらに， 2010年5月に核セキュリテイサミッ

トを主導したように，オパマ政権は核不拡散

に係るリーダーシップもとっています。現在，

表1 米国，欧州の動向

米国
.オバマ政権の政策

一般教書演説で原子力推進を明言 (2010年1月)
政府債務保証を3倍にする方針表明 (2010年2月)
核セキュリテイサミット等のリーダーシップ

eDOE融資保証プログラム候補プラン卜

Vogtle -3/4 (2010年2月決定)
sτ?ー3/4
VC Summer -2 / 3 

Calvert Cliffs 

.建設運転一括許可 (COL)申請28基、うち24基で日本
メーカーが貢献

第33巻第4号 (2011) -29一

フランス{2基の新設計画〉

.フラマンビルー3 建設中

.パンリ ー3 2012年着工予定

イギリス {8基以上の新設計画〉
・仏EDFが芙電力BEを買収 (2009年 1月)
・仏EDFが4基を計画中
・独の電力合弁会社が4基以上を計画中

フィンランド (2基の新設計画〉
.オルキルオトー3 建設中
eFennovoima. TVOが各1基新設計画

そのイ也
.スウェーデン，イタリア，チェコ，

ポランド，スイス他でも新設

計画の動き



建設運転一括許可 (COL) 申請は28基で，内

24基において日本メーカーが貢献しています。

表 1に示すように，欧州では，フランスに

おいて 1基が建設中で 1基は再来年着工予

定です。イギリスでは，フランスやドイツの

電力会杜が英国に進出し，新たな計画を策定

しています。フィンランドでは，オルキルオ

トで l基を建設中，さらに 2基の新設計画が

あります。その他，スウェーデンやイタリア，

チェコ，スイスといった国々で原子力発電の

再導入の動きがみられます。これら欧米は，

オープンな市場ですが，巨額の建設費に公的

ファイナンス支援が重要な市場です。

中国，インドについて表2に動向を示しま

す。中国では現状の 9GWから2020年までに70

~80GWに増加させる計画があります。炉型は

基本的にPWRに限定しており，段階的な国産

化を志向しています。現在11基を運転中， 26 

基の建設を計画しています。昨年からは新た

に三門，海陽等で建設が開始されました。

インドでは，現在の 4GWから2032年までに

60GWに増加させる計画があります。炉型につ

いては限定せず， BWR， PWR，高速増殖炉も

検討しています。現在19基を運転中 5基を建

設中です。インドは核兵器不拡散条約 (NPT)

に加盟していませんが，原子力供給国グループ

(NSG)が対印輸出解禁を承認したことに伴い，

各国が二国間原子力協力協定締結に動いていま

す。日本もこの夏から交渉を開始しています。

中国，インドの市場は巨大ですが，多方面から

の政治的アプローチが必要な市場です。

新規導入を計画している東南アジア，中東

等の動向について表3に示します。ベトナム

は， 2030年までには基の増設を計画していま

す。 2010年2月に，ロシアロスアトムが2基

を受注しました。日本も巻き返しを図るため

新会社を設立し対応しています。

アラブ首長国連邦 (UAE)では14基の新設

計画があり， 2010年 1月に日本，フランスを

退けて，韓国電力公社 (KEPCO)が4基受注

表2 中国，インドの動向

中国 インド
.増設計画 .増設計画
原子力発電容量:9GW つ 原子力発電容量:4GW つ

2020年までに70-80GWへ 2032年までに60GWへ

-炉型をPWRに限定，段階的国産化志向
(APlO∞TM EPR， V四 Rおよび国産のCPRlO∞)

-炉型は限定せず，高速増殖炉 (FBR)や重
炉も視野

.運転中 11基 (9GW)
建設中 26基 (30GW)

.三門，海陽でAP1000™の建設開始

(APlOOO吋 EPR，VVER， ESBWR) 

.運転中 19基 (4GW)
建設中 5基 (3GW)

.NSG，原子力関連の対印輸出解禁承認
・仏，米，露と二国間原子力協定締結
.日，韓と原子力協定締結に向け交渉開始

表3 東南アジア，中東他の動向

ベトナム {2030年までに14基の新設計画〉
・露口スアトムに 2基発注の方針 (2010年2月)
.日本は官民一体の受注活動のために新会社設立
に向け準備室設置 (2010年7月)

ヨルダン{z025年までに 1~2 基の新設計画〉
・日仏アトメア杜 (ATMEA1)唱露 (VVER)唱
カナダ (CANDU)が候補炉型

エジプ卜 (8基以上の新設計画〉
アラブ首長国連邦 (UAE) {14基の新設計画}I・各国が原子力発電導入に向け支援表明(日唱米，
・韓国電力公社が4基受注 (2010年1月 露，中， EU他)
.7"ブダビに2017年初号機運転開始

その他

サウジアラビア (2基の新設計画)・タイ，マレ シア，フィリピン，シンガポル等
.原子力発電導入を検討する新しい政府組織の創設| で原子力発電導入検討の動き
を発表 (2010年4月i'， ~~" --~~"'''-'''~"'~"~ I・トルコ， BOO (BuildーOperate一Own)でロシアに

4基発注 (2010年5月)
・他の中東国でも原子力導入の動き
.中南米(ブラジル，メキシコ)等においても原子
力発電再導入の動きが活発化
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しました。 2017年にはアブダピで初号機運転

開始の予定です。

サウジアラビアでは2基の新設計画があり，

原子力導入に係る新しい政府組織の創設を予

定しています。ヨルダンでは， 2025年までに

1~2 基の新設計画があり，現在，日仏連合，

ロシア，カナダが受注活動を展開しています。

そのf也，アジアではタイ，マレーシア，フ

ィリピン，シンガポール等で，中東ではエジ

プト， トルコ等で導入の動きがあり，中南米

諸国でも，ブラジルやメキシコで再導入の動

きが見られます。

これらの新規導入国では，垂直統合と公的

資金や運転支援等をパッケージにした包括提

案が必要です。

新規導入国向け体制の確立

日本は官民による新会社「国際原子力開発

株式会社jを設立し，当面ベトナム向けに，

政府間協議

二国間協定、等

11酢支援/要情

一元的，包括的提案を行います。国を挙げて

海外における原子力発電の受注拡大を推進し

ていきます(図4参照)。

各国の国際展開状況

二国聞の原子力協力協定の状況

日本は他国に比べて，協定の締結が遅れて

いましたが，現在は国の積極的な推進政策に

より，ヨルダン，カザフスタンと原子力協力

協定を結んでいます。今，新規導入国と原子

力の協力協定のさらなる早期締結が非常に重

要になっています。

各国の原子力関連ビジネスの事業構造を見

ると，発電，プラント建設，燃料供給につい

て韓国やロシアでは一貫した形で進められて

いるところが特徴的です(表5参照)。

-言語両轟豪
・プラント.，量支媛とりまとめ
・OOA担寮等

I II~ ------国際原子力開発

第33巻第4号 (2011)

じJ 画画厘画面直丞量~I )I-1J-1直豆図画画通副

図4 ベトナム原子力発電所建設の日本側協力体制

表4 二国間原子力協力協定の状況

-----------
日本 米国 フランス ロシア -国

米国 。 ¥¥  一 O 。
イギリス 。 一 O 
中国 。 。 。 。 。
インド 支渉中 O 。 O ~渉中

ベトナム 支渉中 ム

ト3 A O 

ヨルダン O 交渉中 O O 

エジプト 。 。 O O 

UAE 実渉中 。 A 。
F 

カザフスタン O 。 A 。 A 

インドネシア A 。 。
ブフジJ~ 。 。 A O 

トルコ 。 O A 

ザウジアラビア A 

クウエート A A O A 

ユーフトム議 。 。 。 O 
o 箇定借，量 O 固定・s " 覚書 草萱調べ

機細盟国仏伊担， ベルギー町 ..~クセノフルタデンマク アイルランド ii闘がJシャ^"イン ポルトガル靖ストリPフoランドーZウZデ:.-.;tプロλ
チzコヱスト:. ハンヌ~Jー ラドhアリトア:. マルタポーランドスa'1，キアスrTlr.=.1 ルーす=ア 71レか'J'
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表5 各国の原子力関連ビジネスの事業構造

発電(運転・保守) プラント建設 燃料供給

日 電力 メーカー

米 電力 メーカー{日系) WH/GE 

仏 [ EDF(国営電力)]1[ アレパ{国営)

~ 笹 ロスアトム(国営)

韓
-・・「・担日開.ァ・瓦A両=J

フランス，ロシア，韓国の国際展開

[フランス]

電力とメーカーとの一元的体制で，アレパ

杜とフランス電力公社 (EDF)が行っていま

す(図5参照)。燃料供給，パックエンドに強

みがあり， EPRという原子炉を世界に展開し

ています。サルコジ大統領の強力なリーダー

シップのもと，フィンランドに2基，中国に

2基建設しています。また，ポーランド，イタ

リア等ではフィージピリティ・スタディ (FS)

を行っています。計画中としては，英国 (2基)， 

米国(7~ 8基)，インド (2~ 6基)，ヨルダ

ン，カタールなどがあります。

[ロシア]

国主導で，ロスアトムグループを形成し，

燃料供給，パックエンドに強みがあります

(図6参照)。

また，国際ウラン濃縮センター構想、を提唱

し， VVER1000を世界に展開しようとしてい

ます。現在，ウクライナ(2基)，ブルガリア

( 2基)，イラン(1基)，インド (2基)で建

設中，受注済みがインド(4基)，ベトナム

( 2基)， トルコ(4基)で，その他について

も非常にアグレッシブにアプローチをしてい

て，フロントエンド，ノTックエンドサーピス

の充実で，旧共産圏，途上国等に適した炉の

覇権を狙っています。

[韓国]

KEPCOを中心に一元体制を形成しています

32 

図5 フランスの国際展開体制

図6 ロシアの国際展開体制

図7 韓国の国際展開体制

(図 7参照)。強みはコストと韓国国内での

90%を超える高い設備利用率，そして

APR1400の世界展開と長期運転保証です。

「原子力発電輸出戦略J(2010年1月)を策

定し， 2030年に80基輸出，世界シェアの20%

を獲得するという目標を打ち出しています。

建設受注はUAEの4基ですが， FS受注はトル

コ，インド，マレーシア，フィリピンオZあり

ます。さらに，ヨルダン，エジプト，中固な

どで受注活動中です。コストと運転保証を武

器に中東等の新規導入国を狙っています。
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わが国の国際展開の状況

世界から期待される日本の原子力技術

欧米では1979年のスリーマイル島 (TMI)

事故や1986年のチェルノブイリ事故の影響で

新規建設が停滞していました。特に，米国で

は約30年間新規発注がありませんでした。

これに対して，日本では1960年代よりプラ

ント建設を継続し，技術ノウハウを蓄積して

きました。開発設計から機器の製造供給，建

設技術，保守保全に至る総合的なエンジニア

リング力を維持・保有しています。この強み

を活かしながら高度なプラント建設技術力，

短工期の建設，耐震技術などを使って，国家

的戦略資源としての原子力技術を世界へ展開

していきたいと考えています。

わが国の原子力の国際化対応の方向性

メーカーには多数の機器輸出の実績があり

ます。また，既導入国向けのプラント輸出に

ついては，各々の会社が対応してきました。

今後は新規導入国向けにシステム輸出をする

ため，より政府間の協力，政府の支援が必要に

なります。制度の整備，資金支援と連携して，

建設，運転・保守，人材育成，運営ノウハウの

一元化・包括的な支援が必要になってきます。

機器輸出の実績例

[側日立製作所]

韓国の古里原子力発電所2，3， 4号機の

発電機・補機のリプレースを目立が行いまし

た。中国秦山の第三期原子力発電所のタービ

ンや発電の主要機器も供給しています。

[側東芝]

米国では，日本初の海外建設プロジェクト

として，東芝によるサウステキサスプロジェ

第33巻第4号 (2011) 33 

クト 3，4号機の建設が進行中です。東芝は

日本企業として初めて 2009年8月に米国政

府による原子炉供給メーカーとしての認定を

取得し，同プロジェクトが融資の候補になっ

ています。既に，長期納入品として圧力容器

等の製造が日本で開始されています。

[三菱重工業側]

テキサス州グレンローズでは，ルミナント

電力向けコマンチェピーク原子力発電所3，

4号機の建設に向けた作業が順調に進んでい

ます。 2009年にエンジニアリングサービス契

約 (ESA) を締結し，見積設計を実施中です。

DOEの融資枠へのルミナント電力の適用申

請を支援するために，ルミナント電力， ドミ

ニオン電力，三菱商事3杜から成るワーキン

ググループで標準設計認証 (DC)，COLの取

得を加速しています。

国際展開への取組み

国際展開においては， トップ外交の推進，

二国間原子力協力協定の戦略的な推進が必要

となります。固と電気事業者，メーカーの連

携による一括的・包括的な提案体制の構築に

ついては，新会杜「国際原子力開発株式会社J
が設立され，非常に期待しています。

国際協力銀行 (JBIC)，日本貿易保険(阻氾)

等によるファイナンスの支援，リスクの引き受

けも非常に重要になります。原子力発電のクリ

ーン開発メカニズム (CDM)や共同実施(JI)

への組込みも重要だと考えています。

原子力損害賠償法にかかる補完条約 (CSC)

への加盟促進も重要なアイテムの 1つです。

今，官民一体で原子力の国際展開を推進する

という方向性が示されていますので，それに則

り，しっかりとして我々としても国際展開も推

進していきたいと考えています。以上です。



[講演5] 

次世代軽水炉プロジェクトの展開

~約2年間の開発に対する評価と今後の開発のあり方~

i側エネルギー総合工学研究所 i
田中 隆則 (原子力工学センター理事 ) 

原子力発電の現状

原子力の利用拡大予測とその背景

図 1は，経済協力開発機構原子力機関

(OECD/NEA)による世界における原子力発電

設備容量の予測である。世界では今後相当な

規模の原子力需要があると見込まれている。

例えば，高シナリオでは， 2030年から2050

年の聞に，当初はゆっくりと，しかし，毎年

54基に達するまでに加速する。この頃になる

とメーカーも製造能力いっぱいでも対応でき

ないとの心配も出るほどであるが，過去の経

験では，産業界が製造能力を増強するなどし

て対応するものと見込まれている。

このような需要増の見通しは， NEAだけで

なく，世界の色々なエネルギー関連機関の予

測も同様で一定の幅に収まっている。
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このように高い伸びが予測される背景には，

基本的に原子力発電の優れた実績がある。原

子力を信頼して，これからその活用をしてい

こうという認識が国際的にも高まってきたこ

とで，最初にモラトリアムを提唱したスウェ

ーデンを初め，色々な国が原子力を考え直す

状況になってきた。

また，原子力エネルギーの平和利用のための

国際スキーム(安全条約，ジョイントコンペン

ションなど，国際原子力機関 (IAEA)を中心

とした国際協力の形)も整ってきており，原子

力利用を促進する基盤づくりが進んで、いる。

さらには，地球温暖化対策として，建設に

向けた動きが加速しているという側面もある。

原子力の利用拡大に伴う課題と懸念

一方で、，原子力が予想、どおり順調に拡大し

ていくのだろうかの疑問の声もある。下記の

ような，初期投資負担の大きさ，ウラン資源

1，400GW 

580GW 

o 
1980 市守守o 2000 2010 2020 2030 2040 2050 

(出所:World Energy Outlook 2008， OECDjNEA) 

図1 世界の原子力発電設備容量の予測
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表1 原子力拡大に伴う課題と対応策

課題 対応策

コス卜 初期投資負担の低減，保守コストの低減

ウフン資源 鉱山開発の着実な実施，保険としての技術開発(海水ウフン捕集技術)

安全性 技術の成熟化と経験の蓄積による高稼働率の達成，新規導入国の安全体制の整備

廃棄物処分および廃止
高レベル廃棄物処分技術は実質的に確立，具体的処分場の選定

措置

核不拡散および核セキュ
国際的核燃料供給体制の確立等新規導入国の拡大への対応

リティ

研究開発基盤
基盤的試験研究施設の維持，人材育成

(産業唱人材唱開発能力)

公衆の支持 安全実績の積み上げ，公聴・広報活動の地道な展開

の有限性等々の課題，また公衆における原子

力に対するアレルギー的な感情などの課題に

基づく懸念で、ある(表1参照)。

[コスト]

日本では電力会社のように資金力を持った

事業者が投資するケースが多いが，米固など

では広く投資家を集めてプロジェクトを立上

げている O このため，当初の建設費，さらに

は保守コストの低減が投資を成立させるため

に必要である。

[ウラン資源]

IAEAやOECDのウランの需要予測では，資

源量の面から，供給上の問題は当面生じない

と見込まれている。しかし，現実には鉱山開

発に時間を要するため，実際上は需給ギャッ

プが生じるおそれがある。

[安全性]

安全であるということが実績として評価さ

れるようになってきたが，それは原子力の運

転経験を長年積み上げた国々がやってきたこ

とであり，今後，新規導入国が入ってきた時，

それらの国の安全体制が本当に大丈夫なのか

という懸念もある。

[廃棄物処分および廃止措置]

高レベル放射性廃棄物の処分場の話が進展

していないというのは常に批判の対象となっ
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ている O 処分場の立地を早急に具体的に進め

る必要がある。

[核不拡散および核セキュリティ]

国際的核燃料供給体制の確立といったアプ

ローチも試みられているが，原子力新規導入

国への拡大への対応が求められているO

[研究開発基盤]

日本でも大学等，人材の育成基盤が脆弱にな

ってきているO また，本来の重要性が認識され

ず，軽水炉分野の研究を軽視する傾向が見られ，

研究施設の維持なども課題となってきている。

[公衆の支持]

引き続き地道に公衆とのコミュニケーシヨ

ンをしっかり進めていく必要がある。

国際展開に向けた日本の課題

日本は，国際的な原子力利用の拡大に向け

て貢献しうる立場にあるが，次のような課題

も抱えている。

まず，海外での原子力プラント建設の実績

が皆無という課題があり，今や韓国にも先行

される恐れも出ている。

また，囲内の原子力発電について豊富な建

設運転の実績，経験を持つ一方，稼動率は長

期にわたり低迷している。

原子力の困際展開に向けて，今，積極的に



官民一体で進める体制が整いつつあるが，燃

料供給から運転保守，規制制度まで含めたパ

ッケージ供給体制が脆弱な中で，これをどう

強化するかという課題がある。

パッケージという時に，米固などでは，サ

ーピス事業者，例えば，商談を作り出すぐら

いの力を持つ原子力導入支援コンサルタント

が色々な固に働きかけている。しかし，日本

の場合，これまで原子力は基本的に政府開発

援助 (ODA)の対象になっていないため，国

際的に原子力分野で活躍するコンサルはまだ

弱いのが現状である。アラブ首長国連邦

(UAE)などでの原子力発電計画には，規制機

関が行う安全審査をパックアップする国際的

な支援会社が関与しているが，日本にはそう

いう民間会社もあまり育っていない。

また，日本には，国際展開への対応が難し

い規制制度といった問題もある。例えば，設

計認証制度などに対応していない。

日本のメーカーは海外競合メーカーに先行し

て改良型沸騰水型炉 (ABWR)を開発し，実績

を積み上げてきたが，海外競合メーカーは，近

年，最新鋭の炉型を市場に投入してきている。

原子炉設計の進化と将来炉の開発

次世代軽水炉というのは，図2にあるよう

に，今あるプラントの次を担うものであり，

ジェネレーション 4 (GenIV) につないでい

くものという位置づけと考えられる。

原子炉の世代交代については，従来 140年

運転jを前提としてきたが，寿命延長により

今は 160年運転jを想定して運転や開発を行

っている。図3のように，今後，その運転年

数も順次60年に至り，リプレースが2030年ぐ

らいから始まる見込みである。そこで，次世

代軽水炉につないで，その後高速増殖炉へと

いうのが大きな流れと考えられる。

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050 
1 

軽水炉
・システム
80+ 

• Ap.600 
重水炉
• CANDU 6 

軽水炉
'ABWR 
• APWR 
• ESBWR 
• Ap.1000 
• EPR 
重水炉
• ACR1000 

軽水炉
• HP.ABWR 
• Hp.APWR 
経測生
安全性
置転性
の大幅者向上

図2 原子炉設計の進化における次世代軽水炉の位置づけ

7000 

&000 

1000 

年度

(出所:原子力立国計画， 2006年8月)

図3 原子炉の世代交代
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次世代軽水炉等技術開発

プロジェク卜の背景，意義

次世代軽水炉等技術開発(以下「本開発J)

は，わが国の代替炉建設需要の円滑化，原子力

産業の国際展開と競争力の確保，それらを支え

る技術と人材の維持・強化に資するものとして，

原子力立国計画での指摘を踏まえ，約2年間の

調査研究(以下 IFSJ)を経て， 2008年度から

ナショナルプロジ、エクトして本格着手した。

本開発では， 2010年度上期までに全体ホー

ルドポイントを設け，当初2年間の成果およ

び進捗状況等を多面的かつ総合的に評価する

ものとしており，エネルギー総合工学研究所

がプロジェクトの中核機関として評価を行っ

た。以下に，中間評価報告書から次世代軽水

炉の概要と評価の結果を紹介する。

次世代軽水炉の開発目標と特長

次世代軽水炉は，国内既設炉の代替炉であ

ると同時に，海外市場にも受け入れられる標

準設計のプラント(国際標準炉)として位置

付けている。

HP-ABWR 
High Performance ABWR 

国内電気事業者の豊富な運転経験，海外の

ユーザ要件，競合炉の性能などを踏まえ，基

本条件，安全性，経済性，社会的受容性，運

営・運転・保全，国際標準の 6項目についての

要件がFSで具体化された。本開発では，最新

の市場調査から国際標準炉として考慮すべき

条件を整理し， FSで設定された要件を見直し

て開発目標(性能目標)とした。

次世代軽水炉の概要

国内外のユーザの期待や着目点に基づき開

発目標の中から重点的に伸ばすべき要件を抽

出し，次世代軽水炉の特長(魅力)として以

下の3つに整理した。

-経済性一建設単価・発電コストの低減

・安全性一世界最高水準の安全性

・運営・運転・保全性一運転し易く使い易い

プラント

プラント概念設計検討にあたっては，わが国

の最新プラントを基にさらなる改良発展をさせ

るものとし，特長を伸ばす観点から基本方針を

策定して検討を行い，プラント概念を確立した。

次世代軽水炉の概要を図4に，プラント概念の

成立に必要な要素技術を表2に示す。

HP-APWR 
High Performance APWR 

電気出力 180万 kW級国際標準炉

図4 次世代軽水炉プラン卜の概要

第33巻第4号 (2011) 37 



表2 要素技術開発一覧

特長 適用先 要素技術(1) 備考

共通
次世代軽水炉燃料の実用化研究(ウフン濃縮度5-10w1%)
免震装置の実証

BWR次世代燃料の開発

スペクトルシフト燃料の開発
2010年度~新規(2)

建設単価・発電コスト BWR 高性能炉Il>燃料内気液二相流挙動解明試験技術開発
低減の追求 原子炉内流動試験および解析手法開発

SC構造格納容器の開発

PWR次世代燃料の開発

高度化炉心の開発 新規

PWR 蒸気発生器伝熱管材料の開発

高性能蒸気発生器の開発 新規

船殻構造格納容器の開発 新規

静的格納容器冷却系のシステム挙動試験 新規

BWR 静的デブリ冷却システムの除熱特性基礎試験 新規

世界最高水準の安全性 大口径ベン卜管動荷重試験 新規

自律安全系の開発 新規
PWR 

溶融デブリ対策(lVR)の研究 新規

共通 プラントデジ合ル化技術の開発 (TMS) -2010年度

運転し易〈使い易い 炉内構造部材開発
プラン卜 BWR 

材料・水化学技術の高度化

PWR 二次系水化学技術の開発 新規

注 (1)次世代軽水炉等技術開発の対象
(2) I新規」とは2011年度から開発を開始する要素技術

[次世代BWR(HP-ABWR)] 

豊富な建設経験と運転実績を蓄積してきた

ABWRをベースに，インターナルポンプや制御

棒駆動機構などの優れた特長を有する技術は踏

襲しつつ，新技術の開発により次世代軽水炉の

特長を満足する魅力的な炉概念を確立した。プ

ラント出力は，主要機器の大型化やプラント熱

効率向上により 176万kWを達成した。また，イ

ンターナルポンプ台数を10台から 6台構成とす

ることにより， 94万kW級へも対応する。

[次世代PWR(HP-APWR)] 

良好な運転実績と建設実績を蓄積してきた

PWRをベースに， APWRで取り入れた炉心や

蒸気発生器などの大型化と信頼性向上技術を

継承しつつ，次世代軽水炉の特長を満足する

魅力的な炉概念を確立した。炉心熱出力は

APWRと同等ながら世界最高熱効率(約40%)

により出力178万kWを達成した。また 4ル

ープから 2ループ化することにより， 85万kW

級へも対応するO

中間評価報告書では，次世代軽水炉の特長

に沿って，プラント概念を詳述するとともに，

その成立のために開発が必要な要素技術につい

38 

て，開発課題，これまでに得られた成果，今後

の計画の概要について，とりまとめている。

次世代軽水炉の導入シナリオ

次世代軽水炉については， 2015年までに一

部の要素技術を除き開発を終え基本設計を完

了，その後詳細設計と個別・製作設計を2025

年までに完了させ，安全審査，工認，建設・

試運転を経て2030年に運転開始が可能なもの

としている。また，長期の開発を要する燃料

や炉心等を除く主だった技術を集積したプレ

次世代軽水炉は， 2024年度末頃には実現可能

である(図5参照)。

導入シナリオに基づき，プラント全体の開

発計画，要素技術の開発計画，これらと一体

的に取り組むべき安全規制および規格基準の

整備計画についても整合性をもって検討を行

い，ロードマップとしてまとめているO

ロードマップは，次世代BWRおよび次世代

PWR共に，プラント設計/許認可/建設とい

った全体工程に沿って要素技術開発とそれに

関連する規制や規格基準の整備活動を整合し

て進め，圏内，海外いずれも2030年に運転開

始可能なものとなっている。
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l 攻世代軽水炉 ァン卜概主置計
極意置計

-圏内初号機 基本誼計
詳泊目誼計

プラ「吋V
サイト固有誼計等 量世/陸軍転 置転

匝歪l国
Yll，J 

.米国初号機 田空サイト圃有誼計等 運転
事前審査

DC IUSAJ 

coι USAJ 

11 早期の導入シナリオ 仁E璽E プ|ランi|運開.
設計

.プレ次世代軽水炉 詳細目貫計・サイト固有設計等 量世/鼠置転 重量

同葺E

戸区斗

図5 次世代軽水炉の導入シナリオ

中間評価の結果 [目標達成度の評価]

中間評価では，構築されたプラント概念が

開発にあたり設定した開発目標を達成してい

るか，また，囲内および海外ユーザにとって

も魅力的な国際標準炉となり得るものか評価

した。さらに，これまでの活動や得られた成

建設単価など一部を除き，開発目標を概ね

満足することができており，次世代軽水炉は

現行最新のプラントに比べても十分な優位性

があると評価した。各開発目標(要件)に対

する評価は表3のとおりである。

果に対する多面的かっ総合的な評価を行った。

表3 次世代軽水炉の開発目標に対する達成度評価結果(現状のプラン卜概念に基づく評価)

項目 主な要件 達成度評価

1基本条件|電気出力:170-180万kW BWR: 176万kW級
炉心熱出力増，機器容量増加と高性能化
PWR: 178万kW級
炉心熱出力はAPWRと同等ながら，熱効率向上，機器容量増加と高性能化

共通技術を採用し，標準化効果を阻害せずに80-)叩万 1 BWR主機の基数や容量削減(阻P6台構成等)により標準化効果を阻害せず94万kW級に対応
kwにも対応可能 1 PWR: 2ループ化による主機基数削減により標準化効果を阻害せず85万kW級に対応

2安全性 |国際的に遜色のない水準の炉心損傷頻度および格納容器|外的事象を含め，最終ヒートシンク多様化など現行最新プラントより信頼性が向上されており，左言引く準
機能喪失頻度 |を達成見通L

シピアアクシデント対策を設計上考慮 以下の対策を設計上考慮
BWRデプリ冷却設備，静的格納容器冷却系
PWR:IVR，1次系減圧，最終ヒートシンク多様化

3経済性 |建設単価(成熟機約13万円IkW 目標まで達成していないが海外の最新炉に比べ十分に低く競争力がある

建設期間 30ヶ月以下(岩盤検査~運転開始)かっ工期 130カ月かっ工期遵守可能
が遵守できること |・モジュール化工法採用 (BWR:SC構造格納容器， PWR船殻構造格納容器)により建設現場環境や労働者

資質の影響の排除が可能

時間稼働率:97% (寿命平均)， 24カ月運転サイクル |約凹%，24カ月運転サイクル

設計寿命:80年

発電コストは他電源に対し競争力を有すること

'定検期間を燃料交換中心や機器保守を中心とする短期/中期/長期に最適化しプラントライフ中に振り分け
実施

80年
長寿命材料の採用，適切な保守管理によ り達成可能

建設単価，保守物量大幅削減，燃料サイクルコスト削減効果により，競争力を確保できる見通し

4社会的 |環境への放射性物質の大規模放出の確率を十分に低くで|シピアアクシデント対策を設計上考慮しており，かつ，安全系トレン分離等の設計強化により要件を達成
受容性 |きる設計であること |可能

地震津波に関する残余のリスクへの裕度を確保

米欧の航空機落下とセキュリティ対策に対応可能

免震により基準地震動の2倍以上の裕度を確認，並びにヒートシンク多様化(大気)により海水冷却系使
用不可時でも安全に停止可能

格納容器および原子炉建屋壁にて航空機衝突を防護，並びに安全設備の物理的分離配置による対輩強化に
より達成可能

従事者線量現行水準を十分に下回るものであること |保守物量の削減，保守性の向上，保守作業の合理化により達成可能しなお， BWRで帥イ悼の高度化による低減を含む

5運営・運|保守物量 現行最新プラントの50% 150%程度削減(単位発電電力量あたり)
転・保全 「ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー↑ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

l 保守性の向上，保守負荷の平輩化 |メンテナンスフリーや保守性の良い機器採用，信頼性重視保全 (RCM)やオンライン保守による平準化等

炉心設計:取出平均燃焼度7田 Wd/t，全炉心MO討す応可 IBWR: 70GWd/t， 全炉'L、MOX対応可能
PWR: 70-90GWd/t， 全炉心MO対す応可能

新技術はプラント導入時迄に十分な成熟度を有すること|開発段階における確証試験等の実施，早期技術導入により成熟度を高める

6国際標準 |米欧の許認可 規格基準類へ対応可能 |米欧のユーザ要件並びに安全規制に適合可能

立地条件によらずに標準的な設計が可能 |免震設計導入により標準化した設計
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表4 次世代軽水炉の開発に対する総合評価(抜粋)

[プラン卜概念1 ユーザにとって魅力的で国際標準炉となり得るプラン卜概念 (BWR唱PWR各1炉型)が構築できているか

(評価)
BWRおよびPWR各1炉型のプラント概念は， ABWR/APWRで実績のある技術や経験を継承しつつ開発目標を
概ね達成し，国内外ユーザにとって魅力的で，国際標準炉にとなり得る見通しがあるものと評価。
環境や資源の保護といった持続可能性の観点や，モジュール化や免震などわが国の優れた技術力を活かす観点
からも，優れた特長を有するものと評価。など

【実用化】 必要主規制および規格基準の整備を含め唱プラントの実用化を踏まえた開発ロードマップが描かれ司関係機関と
共有されているか唱また唱早期の実用化見通しが得られているか

(評価)
要素技術開発について，これまで約2年間の技術検討や試験等により実用化の見通しを得たと評価。
今後必要な要素技術開発についても，安全規制および規格基準の整備も含め実用化を踏まえたロードマップが
策定され，関係機関と共有されていると評価。
燃料および一部の炉心等の技術を除いた技術は，必要な規格基準の整備とエンドースを含め， 2024年度末頃に
はプラントとしても実用化可能なロードマップが策定されており，早期の実用化の見通しが得られていると評
価。など

[開発体制】 わが国の総力を挙げた開発体制が実効的かつ効率的に機能していると共に，開発リソースについても有効利用が
図られているか

(評価)
-開発推進に係る意思決定機関(推進委員会)およびステアリング機関(連絡調整会議および幹事会)，並ぴに
活動を外部から評価する評価機関(評価委員会)からなる体制を整備し，プロジェクトの進捗管理についてPD
CAサイクルを廻しながら進めており，開発体制は実効的，効率的に機能していると評価。
評価委員会や技術的検討を行う分科会において，産業界平学協会等の有識者からの助言を得ることにより開発
を進めるなど，わが国の総力を挙げた開発体制が実効的に機能していると評価。
開発計画策定にあたり，大学，日本原子力研究開発機構，電力中央研究所，海外の研究機関等の原子力開発に
係るノウハウを有する機関と連携を図り，既存設備の有効利用や蓄積された経験ー知見などの開発リソースを
有効に活用した計画となっていると評価。など

[総合評価]

目標達成度の評価では，次世代軽水炉は開

発目標を概ね満足することができたと評価し

た。また，本開発プロジェクトに対して多面

的かつ総合的な評価を行い，今後も継続して

いくことが妥当であると判断した(表4参照)。

この評価について，学識経験者を集めた評

価委員会(委員長:大橋弘忠東京大学教授)

において検討が行われ 評価結果は妥当であ

るとの講評が取りまとめられた。講評におい

ては，併せて，本開発の重要性が指摘され，

国際動向の随時の計画への反映などに留意し

つつ計画の成功に向けて全力を挙げての取組

みが求められた。この講評結果も含め，原子

力委員会に対して，中間評価結果を平成22年

8月17日に報告し， 8月24日に原子力委員会

の見解を頂いた。見解においては，これまで

の取組みが適切に推進されてきており，今後

の取組みについても妥当と評価されている。

今後は，次のような点に留意しつつ，プロ

ジェクトの推進におけるリーダーシップを明

確化し，その下で各機関が協調しつつ，示さ

れた取組みを着実に推進していくことを期待

するとの見解が示された。

・フロントエンドからパックエンドまでの原
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子炉廃止措置や核燃料サイクルのあり方も

含むトータルライフサイクルマネジメント

の観点からのシステム設計の必要性

・システムモデルを成熟させるスパイラルア

ブローチとシミュレーションによるフロン

トローデイングの取組みを強化することの

重要性

・国際社会における安全基準制定活動や原子力

発電に関する技術とビジネスモデルのイノベ

ーションをリードしていくことの重要性

・大学や国の研究開発機関における基礎・基盤

研究や安全研究の取組みとの効果的な連携

おわりに

今後は，中間評価において構築されたプラ

ント概念の実現に向けて，原子力委員会およ

び評価委員会において指摘された留意点に十

分配慮しつつ，引き続き，中核機関，メーカ，

電気事業者，国が連携して応分の役割を担い，

さらに規制機関，大学および研究機関などの

関係者も含め，わが国の総力を挙げた体制に

て取組んでいくこととしたい。

季報エネルギー総合工学



また，平成22年9月に開催されたIAEA総会

においては，制日本原子力産業協会のご支援

を受け，パネル展示等を実施すると共に，わ

が国の原子力政策を紹介した近藤原子力委員

長のプレゼンテーションにおいても，本プロ

ジェクトが言及された。 10月に開催された

OECD/NEAの運営委員会においても，プロジ

ェクトを紹介するなど，海外を含めた情報発

信にも努めており，国際標準炉としての普及

に向け戦略的に取組んでいくこととしている。

【参考】次世代軽水炉開発と国際動向

平成22年10月7日，原子力安全委員会から今後の施策の参考意見を求められた際に，次世代軽水炉開発に伴う

規制課題を説明させて頂いた。次世代軽水炉開発プロジェクトにおいては，開発と同時に規制上の取扱等の明確

化も図り，出戻りのない効率的な開発を進めることとしている。このため，規制課題を3つに分類し，規制側と
連携を取って課題解決に向けて取組むこととしている。このような点をご説明したが，その説明の中で，以下に

記すような現下の国際動向を紹介し，日本の規制制度をグローバルな観点から見直す必要性も併せて訴えた。

[プラントの国際展開に関する要求】

口UAEは，原子炉導入に際して輸出国の規制機関による設計許認可を要求しており，韓国は，国内の設計認証

制度によるAPR1400の審査結果を英文で提供することとなっている。なお，韓国においては，安全基準をIAEA

の基準等に基づき改定すると共に，公式な英文版の整備も鋭意進めている。

口ヨルダンは，原子炉導入に際して輸出国の規制機関による設計許認可を要求している。このため，フランスは，

規制機関 (ASN)において，囲内に建設予定がないにも拘らず，急逮， ATMEAlの安全設計評価を開始し，来

年の秋には評価を終了する予定である。なお， ASNは，要請があれば，海外の規制機関が行う設計許認可支援を

行うことも表明している。

口世界原子力協会 (WNA)では，標準設計炉の国際的な導入支援の観点から，各国規制機関聞での設計許認可に

係る相互認証を求めている。

[国際的な規制制度の調和へ向けた動き1

口EUにおいては，域内の原子力安全基準とIAEAの安全基準とを整合化させるべく積極的に対応している。米国

弘最近，同様な方針を表明した。

口国際的な規制制度の調和に向けた検討が国際的な場(多国間設計評価プログラム (MDEP)や西欧原子力規制者

会議 (WENRA))で進められている。

口WENRAは，新型炉に対する安全目標(高位の規制要件)の検討を進めてきたが， 2010年11月に安全目標を固め声

明を発表した。安全目標については， IAEAにおいても検討が予定されており，既に策定された安全原則と合わせ

高位の安全概念が国際的に構築されていく見込みである。
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原子力産業の国際展開

モデレータ一 橘川 武郎

パネリスト 尾本 彰
(東京電捌顧問)
原子力委員会委員

末次克彦 フォーラム代表幹事

広瀬 崇子 (専修大学法学部搬)
前原子力委員会委員

松井 一秋 (働理事エ山一総合工判究所)
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橘川 原子力産業の国際展開というタイトル

で、パネル討論を行いたいと思います。

最初に報告順にパネリストの方々を紹介い

たします。最初は，尾本彰さんです。東京電

力で原子力発電業務に従事された後 6年間

ウィーンの国際原子力機関 (IAEA)で原子力

発電部長を務められ， 2010年 1月から原子力

委員会委員であられます。

2人目は末次克彦さんです。日本経済新聞

の論説委員・編集委員を歴任された後，ハー

バード大学ケネディスクールのフエローを経

られ， 1996年にアジア・太平洋エネルギーフ

ォーラムを設立され，代表幹事であられます。

IAE 
問団:五人エネルギー総合工学研究所
The Ins!ltlJte of Applied Energy 
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3人目は広瀬崇子さんです。専修大学法学

部の教授であられます。専攻は南アジアの政

治，国際政治です。 2007年からの 3年間，原

子力委員会委員を務められました。

最後は松井一秋さんです。エネルギー総合

工学研究所の理事であられます。原子力分野

の調査研究を専門的に行われておりまして，

現在「第4世代原子力システム困際フォーラ

ムJ(GIS)の日本代表幹事，またOECD/NEA

の原子力開発等委員会の委員長であられます。

それでは，私から問題提起を兼ねて，原子

力産業の国際展開について気になる点を申し

上げたいと思います。

季報エネルギー総合工学



[プレゼンテーション]

原子力の国際展開を巡る論点

l一橋大学大学院商学研究科}
橘川武郎氏(教授 ) 

2030年までにゼ口・工ミッション電源70%

新しい「エネルギー基本計画J(2010年6月)

で， 2030年までにゼロ・エミッション電源を

70%にしていくと言っています。その柱は原

子力です。ただ，そこで打ち出されている

2020年9基新設，操業率85%02030年に14基

新設，操業率90%を達成するのはかなり難し

いと言われていました。そのためには，やる

べきことがあると思います。

「成長に向けた原子力戦略」に係る 3つの提案

私は今年5月，原子力委員会のヒアリング

で「成長に向けた原子力戦略」に係る 3つの

提案を述べさせて頂きました。

①ゼロ・エミッションの主役は原子力であ

るということを明確にすること，②海外での

原子力によるC02排出削減実績をオフセッ

ト・クレジットの対象とすること，③原子力

発電は， C02を減らしているのだから，園内

CDM的発想で立地だけでなく，運転について

も地元に交付金を配る仕組みを作ることです。

2番目の提案について少し深くお話ししま

す。コベンハーゲン会議 (COPI5)の後，国

連方式のトップダウンではなく，二国間での

ボトムアップ方式で事を進めていこうという

動きが顕在化しています。二国間オフセット

メカニズムは3つの手続きを踏みます。二国

間で約束をし，日本から技術を移転し，途上

国で'C02を減らした分を囲内目標達成のため

にカウントしていく，そういう枠組みを考え

ています。具体例として，高効率の石炭発電

所，原子力発電所，鉄綱関連技術，セメント

関連技術がこの枠組みに合うと思います。
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そして，経済産業省の「平成22年度三国間

オフセットにおけるFS調査事業」の第一次公

募案件で合計15件が指定されました。ただ，

そこに含まれているのは，高効率石炭火力，

鉄綱関連技術，セメント関連技術，あるいは

電力の系統運用などで，残念ながら原子力は

含まれていません。これは原子力の国際展開

の難しさを反映しているのではないかと危倶

しています。

原子力の国際展開の難しさ

まず，マラケシュ合意以降，原子力のCDM

にストッフ。がかかっています。

それ以上に気をつけるべきは，原子力の場

合，新設で'C02を年間600万トン減らせますと

いう言い方をしているわけですが，石炭火力

等と異なり，技術提供国が日本でなくても良

い，韓国でも良いという点です。日本発でな

ければならない，というセールスポイントを

いかに作り上げていくかが課題です。
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さらに，国内である程度やっていけると思

われる電力会社，ガス会社が本格的に海外展

開していくためのインセンティブ作りが必要

という点です。

打開への2つのシナリオ

その仕組みの作り方の 1つは「誘導的規制J



の道です。 C02排出に対し何らかの値段をつ

けて排出権や環境税という形で規制する。海

外に出た場合には，排出権や環境税の負担を

軽くするという形でのインセンテイブ作りで

す。もう 1つは，事業者の決断による「自発

的展開jの道です。

技術移転を受ける固から考えると，必ずし

も日本の原発を選択する必然性は高くないか

もしれない。ただ，石炭火力についてはかな

り高い。系統運用については高いというので

あれば，それらとセットで売り込むことも重

要なのではないかと思います。

あるいは，青森県六ヶ所村で行っているウ

ラン濃縮事業を拡充して，アジア規模で活用

する道もあるのではないかと思います。

[プレゼンテーション]

海外展開で考慮すべきこと唱必要なこと

問
員
顧

委ム一品

鍋
員
力
委
電

力

京

子

東

原氏彰本尾

原子力委員会のステートメン卜

まず，原子力委員の立場から，原子力委員

会がこの件についてどう考えているのか紹介

しようと思います。

2005年の「原子力大綱」が出た後の展開で

重要な問題は，国際的なコンテクストで日本

の原子力を考えなければならないということ

です。今年5月，原子力委員会は「成長に向

けての原子力戦略jを出し，そこでかなりの

部分を国際展開に割きまして 5項目を述べて

います(表1参照)。これが原子力委員会とし

てのオフィシャルなステートメントです。

考慮しておくべき点

私はIAEAの原子力発電部長であった間，ま

だ原子力発電を行っていない国々から「原子

力発電をやりたいから援助してほしい」とい

う話が多数ありまして 2005年の初めぐらい

からその仕事に随分時間を費しました。そこ

で，今度は私個人が原子力の国際展開につい

て何を考慮すべきと考えているか述べたいと

思います。

①どの市場を狙うのか。海外展開というの

は市場を考えているわけですから，その市場

が一体どういう市場なのか見る必要がありま

す。圧倒的に大きなパイは既に原子力発電を

行っている中国，インド，米国にこそあって，

新興国市場では，人材育成を含めた基盤整備

支援から始まって発電所まで，多くのことが

求められるため厄介で，且つパイが小さいと

言えると思います。

表 1 国際展開に関する原子力委員会のオフィシャル・ステートメン卜

国際展開:増大する国際社会の原子力発電新増設需要や途上国における放射線医療を含む
放射線利用需要に対して我が国原子力産業がより大きな役割を果たすこと。このため，

1 )国際社会においても高い水準の原子力安全，核セキュリティ，核不拡散が確保・維持
されることに貢献するため，これらに関してIAEAや国際社会とのネットワークを格
段に強化すること

2 )原子力市場としての可能性のある国々との間で，原子力平和利用を担保する原子力協
力に関する二回聞協定を迅速かっ戦略的に締結すること

3 )固ごとに原子力発電所の建設に付随して整備が期待されるシステムのニーズを同定し，
これを満たす取組みをコーデイネートする機能を充実すること

4)原子力投資に政策金融を積極的に活用する仕組みゃその地球温暖化対策に係る効呆を
評価する仕組み及び投資リスクを軽減するための原子力損害賠償制度等を整備すること

5) ODA等を活用して放射線医療技術や農業・工業分野における放射線利用技術の普及
を図るとともに，これに基づく事業展開を原子力発電所の建設に付随するインフラ整
備の取組みの一部として提案していくこと

(出所:原子力委員会， I成長に向けた原子力戦略J，2010年 5月)
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②新しい供給国の存在。具体的には，中国，

インド，韓国，ロシアといった固です。例え

ば，今中国で、23基作っている原子力プラント

のうち16基までがCPRI000ですが，中国は

2014年には1，500ドル/kWeという安い建設単

価を実現して海外に売っていくと言っていま

す。インドも同じような建設単価を目標にし

ています。そして供給国の100%融資，資源と

のパーター交換といった好条件で売るように

なるのではないか。そうすると先進国間で，

途上国間でというふうに市場が分離される可

能性があると思います。

③新興国によるアウトソーシング。自分の

固でできないので， Pre-FSからプロジェクト

マネジメントまで1尺山のことをコンサルタン

トに渡そうとするのですが，その分野に日本

がほとんど入っていないというのが私の実感

です。

④ UAEショック。アラブ首長国連邦という

のは特殊なところです。 BOO(Bui1d-Operate-

Own) を追求していますが，必ずしもどの固

もBOOを求めているわけではありません。

必要なこと

海外展開するのに何が必要か。どの市場に

も共通して言えることは，安い，良い設計で

あることが実績を含めて示されている，有利

な融資条件がある，ということです。新興国

市場ではそれに加えて，チームワーク，パッ

ション，コミットメントということが必要だ

と思います。

今年4月に韓国に行った時，韓国電力公社

(KEPCO)が，価格等を除けば，チームワー

ク，パッション，コミットメントカ宝あったか

ら原子力輸出競争に勝ったんだと言っていた

ことが強く印象に残っています。

それから，プレ・プロジェクトマネジメン

トのできるコンサルタントが必要です。日本

の原子力では伝統的に欠落しているのではな

いかと思います。そこで，国際協力機構
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(東京電加顧問)
原子力委員会委員!

(nCA)に対する信頼の活用などがなされて良

いと思います。

また，燃料の供給保障のみならず，パック

エンドも含めた体制作りが今後の海外展開の

上で必要になっていくと思います。

最後に，投資へのリターン以外に，安全運

転への積極的な貢献，原子力技術の相手国へ

の普及を通じた生活水準の向上，工業化に資

する包括的な原子力協力を行っていくことが

必要だと考えます。

[プレゼ、ンテーション]

国際原子力市場のタイプと新通商ルール

/7;) ・太平洋エ、 L 
末次 克彦氏 (~;ーラム代表幹事 ) 

4タイプの市場

現在，世界的な原子力発電所の新規建設ブ

ームにありますが，この市場は大きく 4つの

タイプ アメリカ型，中東型，インド型，東

南アジア型 に分けることができます。

インド型は，政治面，外交面での戦略性が

かなり求められるマーケットです。 NPT非加

盟国ですから，日本のようなNPT加盟国にと

っては政治的なバリアをどう乗り越えるかが

課題となります。



東南アジア型は，できるだけ早い機会に自

分でやりたいので，そこまできちんと教えて

くれて，できるだけ早くトランスファーして

くれというタイプです。

日本にとって大きな可能性があるのはアメ

リカ市場です。アメリカでは長い間，国内市

場で蟻烈な自由競争が展開された結果，電力

会社が拡散しています。原子力発電所を建て

ようという会社そのものをテイクオーバーし

ないと参入できないという，特殊なアプロー

チが必要となる市場です。

世界の原子力発電建設市場への新規参入者

として，日本にはどの市場が自分の産業構造

や体質に合うか見極める必要があります。そ

こで合格点が取れるか 結果が出やすいか真

剣に考えなければなりません。そのためには，

専属の国際原子力開発会杜の力をつけて，徹

底的に追求するというインテリジェントなア

クセスが必要だと思います。

市場は国家主導型の重商主義的競争状態

国際原子力市場は，国家主導型の重商主義的

な競争構造になっています。日本は，政官民協

力型とはいっても一体化は難しいところです。

そのギャップを官民協力や新しくできた国際原

子力開発株式会社で埋めていけるのか。よく考

えながらやらなければならないと思います。

アメリカもイギリスも国家主導での新興国

市場，途上国市場への参入という形はとれな

くなっています。これに対して，フランス，

韓国，ロシアは重商主義的なアプローチがで

きる圏内事情，産業構造をもっています。韓

国については，ダンピングと疑われるような

価格戦略でアプローチしているという問題も

あります。

新しい通商ルール作りの必要性

新しい競争状態に入っている今，日本は新規

参入者であるだけに，新しい通商ルール作りを
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提起しながら国際展開していく必要があると思

います。アメリカも新しい規格での寡占体制を

作ろうとしています。その時の「コアjとして，

東芝や目立を受け入れたということです。

韓国や中国が建設単価1，500ドル/kWeとい

う低価格で原子力を輸出しようとしている中，

安全性は担保されているのか。それから，核

不拡散のリスクはないのか。基本的にどうい

う通商，経済，ビジネスルールが必要なのか，

これから考えていかなければいけないと思う

のです。そういう意味では，原子力の困際展

開という案件は，どこかの受注を取る取らな

いということと同時に，グローパルなルー

ル・メイキングが課題になってきていると考

える必要があります。

日本の「後発メリッ卜」とセールスポイン卜

国際原子力市場で，日本が後発のメリット

をどこに見出すか考える必要があります。例

えば，インドへの対応は，政治的，経済的，

戦略的にも重要なので，もう少し経済界の関

心を集めていく必要があるのではないかと思

います。ベトナムは明快に条件を示していま

すが，日本だけで全部をクリアすることはで

きません。どういう国際的なネットワークを

組んで、日本の国益，あるいは勢いが具現でき

るか相当考えなければいけないと思います。

日本は官民協力で核燃料サイクルを一生懸

季報エネルギー総合工学



命進めています。ここまでやってきた核燃料

サイクルの色々な展開を何とか国際商戦に役

立つ形に再定義していくことが重要だと思い

ます。例えば，六ヶ所村でのウラン濃縮のキ

ャパシティ，バリューをもう少し喧伝してい

く，あるいは，ウラン濃縮を引き受ける，日

本の囲内市場を自らオープンにしていくとか，

それが伴わないとなかなか難しいと思います。

[プレゼンテーション]

原子力の国際展開と不拡散問題
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はじめに

原子力の国際展開についてお話する予定で

すが，インドに対するご関心が高いようです

ので，本日は特に私の専門であるインドを中

心にお話を進めたいと思います。

国際展開の推進力とブレーキ

日本が原子力の国際展開をしようとしたと

き，推進力になるものと，逆にブレーキにな

るものがあります。日本にとっての最大の推

進力は技術力です。インドでは， I日本の技術

は高い」と神話のごとく語られています。次

に，企業力，そして政府のパックアップも必

要になります。

一方，国際展開のブレーキですが，最大の

ものは不拡散問題だと思います。特にNPTに

加盟せずに核実験を行い核兵器を保有したイ

ンドとの関係の場合にこれは最大のブレーキ

になります。

てきました。両国とも貧困固，パキスタンは

最貧困に近いですが，それでも核開発をした

のです。しかも，インドとの戦争に負けた直

後，プット首相が1971年にA.Q・カーンに

「国民が草を食べてでも核開発をしろjと指示

しました。国家の存亡をかけた戦いをしてい

る固に対して，どれほど圧力をかけようとも，

色々な支援と引き換えにしようとも拡散を完

全に止めることは不可能です。

したがって私は，核拡散を平和利用とセット

にして考えるのは矛盾があり過ぎると考えま

す。インドはNPTに入っていなしミから原子力協

力をすべきではないとの意見がよく出されま

す。しかし，インドに行くと必ず「日本はアメ

リカの核の傘に入っているじゃないか」とか，

「インドは先制不使用と言っているけれど，日

本はそう言わないじゃないか」とか言われます。

日本の核政策も矛盾を抱えているのです。アメ

リカにも矛盾がいっぱいあります。

ですから，核不拡散に関しては，やはり政

治問題として取り組んでいく以外に解決の道

はないということを強調しておきたいと思い

ます。

インドが日本に期待すること一技術力

インドが日本の原子力に何を期待している

か。首相の科学担当の前補佐官で，元の原子

力委員長にインタビューした時，彼は「民生

の原子力の協力が欲しい。日本の技術が欲し

い」と言っていました。インドとしては，軽

水炉の最高水準の技術を世界中から集め，最

終的にはインドなりのスタンダードを作って，

輸出していきたいと考えています。そのため

に必要な日本の技術を導入できるよう日本と

原子力協定を結びたいということでした。

それから各国との原子力協定締結のために

世界中を駆け回った，前首相のアドバイザー

核拡散の要因と政治的解決の必要性 で元外交官のシャーム・サランさんは，日本

とインドは高速増殖炉の研究を続けている数

私はインドとパキスタンの核開発を研究し 少ない国であるから この分野で研究協力が
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できるのではないか。また，再処理といった

ところで日本と協力をしたいと言っていまし

た。ただ，インド政府の動きとしましては前

者の軽水炉というのが一番大きいと思います。

インドと日本の原子力協定へ向けて

NPTに加盟していないインドと日本が原子

力協定を結ぶことに対して，日本の世論の根

強い反対があることも十分に承知しています。

しかし，広島と長崎の平和運動というのは世

界的には確かに意味がありますけど，それだ

けで核拡散を止められるはずもなく，やはり

そこには政治的な動きが必要だと思います。

アメリカとの協定交渉でさんざん操めたの

は，万一インドが核実験を行った時の対応でし

た。核実験を行った時点で協定を全部破棄して，

既に供給したものまでヲ|き揚げるのかどうかで

す。最終的には玉虫色の協定となりました。

インドでは，実験実施から 1年間ある猶予

期間で相談するということなので即引き揚げ

るとか協定破棄ということではないと説明さ

れています。アメリカでは，インドが核実験

でもしたらもうだめだということだから，こ

れでインドの核実験は食い止められるという

説明がなされています。

実際のところは，確かに猶予期聞がありま

すし，その時の政治状況によってアメリカが

判断することになると思います。日本との協

力においても，そのあたりができる範囲では

ないかと思います。

今年8月に岡田外相がインドに行き，クリ

シュナ外相との会談で，インドが核実験をし

た場合，原子力協力を停止せざるを得ないと

伝えました。それをインド側は，私が想像し

たよりはるかに好意的に受け止めていました。

日本に特別な事情があることはインド側も承

知していますし，その辺の理解はかなり得ら

れるとは思いますが，具体的にどういう文言

を入れるかについては，交渉がかなり難航す

るのではないかと思います。
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インドの電力事情

電力事情がとても悪く，エネルギーのため

に原子力が必要なことは明らかです。年中，

何年までにあと 10基， 20基， 30基だとか，

色々な提案が出されています。

ただ，インドの農村ではほとんど電力料を

才ムっていません。盗電も多くて，電力事業が

なかなか事業として成り立ちません。ですか

ら，政府の保証でもない限り，とてもインド

の電力市場には参入できないといった事情も

あります。発電所を建設する以上に，日本の

電力事業のやり方などが参考になるのではな

いかと思います。

[プレゼ、ンテーション]

わが国原子力産業の国際展開

松井 一秋氏 (ELM-総合工学研究所)

国際展開の背景

原子力発電の国際展開というのは21世紀の

新しい考えです。背景には，地球温暖化問題

とエネルギーセキュリティーの問題を何とか

しなければという事情， I原子力ルネサンスJ

という期待と拡大の動き，先進国での深刻な

季報エネルギー総合工学



経済停滞があります。米国は国内ではグリー

ンニューデイール，海外ではグローパルイン

フラ整備に活路を見出そうとしています。わ

が国の成長戦略も軌をーにするものだと思い

ます。

原子力国際市場には，先進国だけでなく，

中国，インド，中近東，ひょっとすると，ア

フリカも参入してくるでしょう 。日本や米国，

イギリスが重商的なアプローチを採りにくい

のは事実です。しかし，実際，フランス，韓

国，ロシアの国際展開は，国を挙げてのピジ

ネスとなっています。先進国経済が停滞して

いる中，わが国が生きていくためには，もと

もと避けて通れないんだと言えると思います。

国際展開の形

プラント建設だけでなく，システム丸ごと

での展開になるのではないかと思います。つ

まり， (教育，訓練，規制を含む)マネジメン

ト，燃料安定供給，廃棄物処理・処分，プラ

ント運転・保守管理です。

そう考えますと，世界全体，ないしその地

域における協力や相互補完関係が不可欠です。

まず，安全の共有。正直言って，今，中国

で建設中の23基の原子力発電所(うち16基が

CPR1000)がどのくらい安全なのか，私には

よく分かりません。先進国では安全規制があ

って査察が行われると同時に，そういうこと

が不要となるシステムを開発しようとしてい

ます。それを後から追っかけていく国にも作

ってもらわないといけません。

それから燃料の安定供給，廃棄物の集中管

理，教育 ・訓練の共通化，分担などでの協力

が必要でしょう。

わが国は国際展開できるのか 7

では，外に持っていって通用するシステム

を日本は持っているのか。機械がいいことは

誰しもが認めるところですが，それだけで通
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用しないことも分かっているわけです。しか

し，正直言って，わが国の安全規制システム

は外に持っていけるものではないと思います。

それを何とか早く通用するものにしていかな

ければいけないと思います。

ぬるま湯のような圏内市場にどっぷり浸か

っていて，海外なんてとてもとてもという 雰

囲気がどうしでもあるのではないかと，恐れ

ています。しかし，ここで一度自己批判して

変身するいいチャンスかもしれないとも思い

ます。

ビジネスモデルにも， BOT (Build-Operate-

Transfer)， BOO (Build-Operate-Own) など，

色々な仕組みがあると思いますが，現地化し

ていくのは早過ぎるのではないかと思います。

技術移転については，品質保証，安全文化

も一緒でないとならない。しかし，相手によ

っては奪われるだけという結果になりかねま

せん。

わが国においても海外でのプラント建設や

プロジェクトで豊富な経験を持つ企業は十分

にあります。しかし，現状で満足してしまう

のでなく，負けてたまるかと，地べたからで

も這い上がってくるような，そういう闘う気

概が国際競争でも必要ではないかと思います。

通商ルールに関係するのですが，原子力国

際市場では強者の論理とルールを押しつけて

いくようなところがある気がします。口はぱ

ったい言い方ですが，正しいことを主張して，



それをルールにしていくことが必要ではない

かと思います。

[パネル討論]

原子力の国際展開

新興国市場参入には地道な活動が必要

橘川 尾本さんのターゲットとする市場の話が

非常に印象的でした。先進国間，途上国間とい

う組み合わせになるかもしれないというお話だ

ったのですが，だとすると日本はどっちの市場

にどれぐらいのウェートをかけていくべきなの

か。ご意見をお聞きしたいと思います。

尾本 市場が2つあるとして，どんな方法で

やるべきか。私は，圧倒的に大きな先進国市

場でちゃんと仕事ができるようにするという

ことが第ーだと思います。

新興国市場では，日本は遅れた参加者です。

韓国に比べて圧倒的に遅れていて，そういう

ところに入っていくには，教育訓練も含めて，

非常に地道な努力を積み上げて成功例を作る

必要があると思います。

韓国原子力安全技術院 (KINS) は最近

IAEAを通じてアフリカ諸国と一種のアグリー

メントを結びました。 KINSの人がアフリカの

規制者連盟に度々出かけて行って， I原子力の

安全は我々が一番よく知っている。だからこ

んなふうに講義するんだjというアグリーメ

ントです。私の知る限り，日本は何もやって

いません。

そういう地道な活動の上にこそ新興国市場

に入り込むことができるんだと思うのです。

なぜなら，価格競争だけだと，プラント建設

単価が3 ，500 ドル~4，500 ドルと言っている日本

や欧米は，中国の1，500ドル/kWeにはとても

太万打ちできません。
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開発途上国市場へ参入していくには，プラ

ントを売る以前にもっと地道な努力を相当積

まないといけないというのが私の感想です。

新しい通商ルールのポイン卜

橘川 末次さんが言われたことで非常に気に

なるのが， I新しい通商ルール」という言葉で

す。高度成長期の日本は「日本株式会社jと

言われ，世界に通用する重商主義国家だと思

われていました。それがいつの聞にか，官も

民も色々遠慮するようになり，官民の組み合

わせが悪くなっているように思います。新し

い通商ルールとして，どういうルールが必要

かお聞きしたいと思います。

末次 クリテイカルでグローパルな影響を持

つ原子力発電システムについては，まず，安

全性の担保が新しい通商ルールのポイントに

なるでしょう O 原子力発電所の部品は何万点

もあります。その全部を対象にしても仕方が

ないので，安全性に関してクリテイカルな部

品の優先度を高くして，そういう部品につい

て新しい国際基準を改めて定義していくこと

が必要です。

次に，核不拡散性をどう担保するか。ウラン，

濃縮ウラン，ウラン濃縮技術，再処理技術への

アクセスを今のように個々の国がワンセットで

売り込んでいって，多くの市場シェアをとろう

とすると，必ず不拡散上の隙聞が出てくると思

います。濃縮ウランについては，日露ウラニウ

ムバンキングシステムなど多国籍な供給体制を

通じて，新興国のニーズに対応していくことが

必要だと思います。燃料の供給不足が起きた時

は，困際金融におけるIMFのような働きでリス

クヘッジしていくスキームを作ることが必要で

はないかと思います。

そして，ダンピング問題。特に，安全性が

絡む原子力発電システムの貿易ではダンピン

グはいけない。確かに，非常に資本集約型で

ある原子力発電所を建てたいけれど予算がな
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い，建設費を数年間で償却していけるだけの

国民経済の支払い能力がない，といった国々

に対して，ダンピング的な安値で売っていく

ことには魅力があります。ですから，適正な

価格形成はどうあるべきかを早く打ち出す必

要があると思います。

改善されつつあるインドの電力事業の環境

橘川 尾本さんがおっしゃったように，イン

ドは既存の原発固であり，新しいサプライヤ

ーでもあります。末次さんのお話でも，中東

型とも東南アジア型とも違うタイプの国であ

るということで，非常に特殊な位置にあると

思います。広瀬さんのお話で，日本企業に対

する期待が高いこともよく分かりました。

しかし，電力が通じない，お金が取れない

という話を聞くと，普通の電力会社の人だと

足がすくむと思います。電力会社は営利団体

ですから，そこのところにどうやって橋を架

けるか，アイデアがあったらお伺いしたいと

思います。

広瀬徐々に良くなっています。その推進力

は，グローパル化と民営化です。

何事も集票の道具として政治に利用されて

きたインドですが，高い経済成長を続ける状

況となり，農民にただで電力供給する時代で

はなくなりつつあります。州政府によっては，

電気代を払って24時間電気を供給してもらう

のと，電気代を払わずに 1日8時間停電する

のとどっちを取るかというところもあります。

ここら辺は，州によってかなり事情も違いま

すので，州ごとの政策を見極める必要がある

という気はします。

現在は電源構成で 3%以下の原子力発電で

すが，それを 9%ぐらいまで上げたいと言っ

ています。旧態依然としたやり方で近代的な

原子力発電をやることはできないわけですか

ら，これから大きく変わっていくのだろうと

いう気がします。
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日本の国際展開の突破口

橘川 松井さんのお話，全部自虐的な形であ

ることに驚いていますが，その白虐の中のど

こに突破口があるのか，お話しいただければ

と思います。

松井 海外でも通用する，持っていけるもの

は，今のよりもっと良いものである必要があ

ると思います。わが国の規制体制については，

ご担当の方々にも考え方を変えてもらわない

といけません。それにはきっかけが必要です

から，政治の力で変えていく方法があるので

はないかと思います。結局，我々自身が変わ

っていくこと，それに尽きると思います。

グッド・プラクティスについては，色々と

苦労され実績を積まれ，国際的な信用を築き

上げている，日本の他の産業分野の方々から

学ぶべきではないかと思います。

最後に，ピジネスで競争していると不当な

安値で売っているのではないか，ダンピング

しているのではないかと騒ぎになることはあ

り得ます。そこについては， I公正なルールに

従って競争しようjと声を大にして主張すべ

きではないかと思います。

橘川 日本側のサプライヤーサイドのプレー

ヤーとしては，電力会社のようなユーテイリ

ティー会社，重電メーカー，あるいはプラン

ト会社があると思います。もちろん固という

主体も含めて，そのプレーヤーたちが何をす

べきかを想定しながら，一言ずつまとめの発

言をいただけるとありがたいと思います。松

井さんからお願いします。

各プレーヤーのコミットメント

松井単純に言えば，コミットするかどうかと

いうことだろうと思います。原子力産業の国際

展開そのものが大事であって，日本はコミット

するんだという認識が必要だろうと思います。



国は情報提供を，企業はチャレンジ精神を

広瀬 固に対しては，やはりもっと正確で詳

細な情報を国民に伝えるよう，原子力委員会

なども含めてお願いしたいと思います。

この間，私が潜水艦を見に行った時， I潜水

艦になぜ原子力を使わないんだろう」と話し

ましたら，世論が大騒ぎしますからとおっし

ゃるのです。別に核兵器を積むと言っている

訳ではありません。日本が原子力潜水艦を持

つことの意味についても，ただ拒否するだけ

という反応の仕方は，先進国のやることでは

ないと思います。より正確な情報をもっと国

民に伝えるべきだと思います。

それから，企業の方々はもう少し恐れずに

チャレンジしていただきたいと思います。イ

ンドでは，スズキ自動車が早くから進出して

いまして，インドの規制が非常に厳しい時に

インド政府との合弁会社で「スズキマルチ」

という車を造りました。それが大ヒットしま

して，現在でもインドの自動車市場で半分の

シェアをスズキ自動車が持っていると思いま

す。社長さんの決断でインド市場に進出した

と伺っていますが， I第二のスズキ自動車」の

ようなものがインドに入っていただきたいと

思います。

求められているのは自身の変草

末次 日本の国内市場のあり方，それから国

際的な評判，つまり，日本の原子力開発や原

子力産業をめぐる運営のブランドイメージが

どうなっているか，この 2点を考えなければ

いけないと思います。

原子力の国際商戦が展開されている中，ア

メリカの電力会社がトップでやるという姿は

見えませんし，イギリスもドイツも電力会社

が表に立って動いている訳ではありません。

見えているのは，フランス，韓国，ロシアの

動きです。

日本のこれからの国際市場への挑戦は，今

52 

の政官の関係，あるいは産業構造のままでい

くのか。あるいは，それを変えないと国際的

な原子力商戦で世界に伍していけないという

ところに思いが至るか，この辺が非常に重要

ではないかと思います。

チームワーク， }'¥ッション，コミットメン卜

尾本 簡単に言ってしまえば，チームワーク，

パッション，コミットメントです。チームワ

ークをどううまくやっていくか。特に新興国

の場合，原子力発電プロジェクトの経験がな

いわけですから，日本国内なら電力会社が当

たり前にやるようなプリ・プロジェクトマネ

ジメントに対するニーズが大きいのです。そ

れにちゃんと応えていくことが重要だと思い

ます。

何といっても原子力プラントを売る中心は

メーカーです。そのメーカーが外に出ていく

意欲を持ってくれなければ，そもそも国際展

開をやる意義がないのではないかと思います。

最後に，途上国はJICAのことを非常にアプ

リシエートしてるんです。ところが原子力は

JICAと無関係のようで，これはもったいない

とd思っています。

例えば，韓国原子力研究所 (KAERI)が

色々なセミナーを開催する時に，ロジスティ

ックスはKOICAという「韓国版JICAJが担当

しているのです。日本はなぜそういうことを

やらないのだろうと思います。ゼロからやる

のではなく，今までの財産を使ってやってい

くということも考えていいのではと思います。

日本人は自信を持って世界へ

橘川 日本人は海外に出ていくことが下手だ、

と言われますが， IEA， IAEA，核融合のITER，

天然ガスの国際取引機関のトップはいずれも

日本人です。史上初だと思いますが，こうい

う現象が起きている。これはやはり今まで海

外で頑張った日本人たちの功績が認められた
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という意味だと思います。そこのところは自

信を持って良いと思います。

私，大学で教えていますが，今 4年生は

平成生まれになってきました。彼らが物心つ

いた時にはもうバブル景気は終わっていまし

た。日本の企業が成長したところを見たこと

がない世代です。競争すると必ず中国，韓国

に負ける姿を見ている。就職活動になると電

力会社を受け， I安定性を求めて」と言った瞬

間に落とされる。何で今の若者は活力がない

のかという話になるのですが，活力を示すモ

デルがないと言うか，日本的経営に対する自

信の喪失と言うか，日本人が止まって考えた

時聞が長過ぎたからだと思うのです。

最早そういう時代ではなくて，株主のため

にも外に出ていかなければいけない，そうい
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う時代になってきたと思います。よく日本は

技術はあるけれども事業で負ける，コモデイ

ティ化した商品に負ける。

これに対し，原子力をコモデイティ化させて

しまっていいのか。安全性のためにもしてはい

けないという答えもあるでしょうが，コモデイ

ティ化しても勝てる安全付きの技術を売れると

いうのが本当の技術力ではないかと思います。

それくらいの覚悟を込めてこれからやっていか

ないと，産業も企業も国も駄目になるのではな

いかという印象を持っています。

今のところ日本はTechnologyReliabilityとい

う点ではまだ力があると思います。それを活

かして海外にコミットメントできるかどうか，

そこにポイントがあるような気がします。

どうもありがとうございました。



閉会挨拶

山田英司
(働エネ同一総合工判究所)
専務理事 f 

本日は長時間にわたりまして当研究所主催のシンポジウムを熱心にお聞きいただき，誠にありが

とうございました。今回のシンポジウムには100名を超える方々にご参加をいただきました。

本日の午前には，東京大学の湯原先生，資源エネルギー庁の舟木様，電気事業連合会の富岡様，

日本電機工業会の五十嵐様からご講演をいただきました。また，午後には当研究所の田中から，当

研究所が中核となって進めております次世代軽水炉フ。ロジェクトの進捗状況をご説明させていただ

きました。

さらに，先程は一橋大学の橘川先生にモデレーターをお務め頂きまして，尾本原子力委員，末次

アジア・太平洋エネルギーフォーラム代表幹事，専修大学の広瀬先生，当研究所の松井の5名でパ

ネルデイスカッションを行いました。いずれも専門家の立場から大変知見に富んだ、お話を聴くこと

ができました。講師の方々には厚く御礼を申し上げます。

本日は今申しましたように，原子力開発事業の多面的な側面につきまして広範なお話をいただき

ました。それが今後の皆様方のビジネスの展開に有益な情報を提供できますれば，主催者といたし

まして望外の幸せでございます。

当研究所は設立して32年になりますが，設立以来，一環して原子力の調査研究を実施して参りま

した。また，現在は次世代軽水炉の技術開発も実施しております。今後ともそれらの事業に一層励

んでまいる所存でございますので 引き続き皆様方のご支援 ご協力を切にお願いいたします。

本日のシンポジウムが予定どおり終わることができましたのも，会場の皆様のご協力のお陰と改

めて感謝を申し上げます。本日は誠にありがとうございました。

これをもって閉会とさせていただきます。どうもありがとうございました。
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研究所のうごき
(平成22年10月2日~平成23年1月1日)

。月例研究会
第294回月例研究会

日時 :10月四日(金) 14:00~ 16:00 
場所:航空会館5階501・502会議室

テーマ:

1.圧入設備搭載CO2タンカーによるシャトル

輸送方式CCS

(鋼電力中央研究所客員研究員 大隅多加志氏)

2.スマータープラネットとその実現のための

IT基盤技術

(日本アイ・ピー・エム側大和研究所技術理事

清水茂則氏)

第295回月例研究会

日時 :11月26日(金) 14:00~ 16:00 
場所:航空会館5階501・502会議室

テーマ:

1.電力貯蔵用等の大型用二次電池

(川崎重工業側車両カンパニー

ギガセル電池センタ一理事堤香i幸雄氏)
2.米国経済と国際エネルギー動向
(和光大学経済経営学部教授経済学科長

岩間剛一氏)

第296回月例研究会

日時:12月27日(金) 14:00~ 16:00 
場所:航空会館5階501・502会議室

テーマ:

1.高温太陽集熱による水熱分解ソーラー水素

製造技術

(新潟大学工学部化学システム工学科教授

児玉竜也氏)

2.新世代電気自動車 fi-MiEVJの概要と開発

の背景

(三菱自動車工業側 CSR推進本部環境技術部

部長橋本昌憲氏)

く〉 外部発表

[講演]

発表若:村田謙二

テーマ:再生可能エネルギー由来水素の長距離輸

送の経済性

発表先:第19回日本エネルギー学会大会

日時:8月3日

発表者:村田謙三

テーマ:国際的な水素エネルギーシステム

発表先:平成22年度神戸大学海事科学研究科戦略

的シンポジウム，水素エネルギー応用技

術研究会2010年度第l回講演会

日時:9月6日
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発表者:福田健三.石本祐樹.坂田興

テーマ:再生可能エネルギー起源電力の大陸間長

距離輸送技術の経済性に関する調査研究

発表先:鉄鋼協会第160回秋季講演会

日時:9年25日

発表者:黒沢厚志

テーマ:我が国エネルギー産業の現状と将来展望

ーエネルギー技術への期待-

発表先:新潟県工業技術総合研究所 多軸高速加

工研究会(新潟市)

日時 :10月14日

発表者:蓮池宏

テーマ:超臨界CO2ガスタービン発電の効率評価

発表先:第38回日本ガスタービン学会定期講演会

(徳島市)

日時 :10月21日

発表者:蓮池宏

テーマ:スマートグリッドと電気自動車

発表先:電気倶楽部講演会

日時 :10月26日

発表者石倉武.小川秀夫(太平洋コンサル

之と上よ
テーマ :R巴cylingof Conα時Gem悶岡山由19NucIear 

PO明巴rDecommissioning 

発表先:The9th EPRI Intemational Decommissioning 

and Radwast巴Workshop(スペイン・マドリ

ッド)

日時 :11月2日

発表者:学井滋

テーマ:次世代軽水炉の開発状況について

発表先:原子力エネルギーシステム研究委員会シ

ンポジウム(主催:日本原子力学会中部

支部 原子力エネルギーシステム研究委

員会)

日時 :11月5日

発表者:~.庭部朝史蓮池宏.村田謙二.

宜旦去盤
テーマ:In血lenceof cabin h関向。nel田lricity∞剛np町1

ofe1仮出cvehicles used in∞，ld clinlate 
発表先:EVS25 (τ'h巴25白WorldElec凶cVehic1e Sym-

posium and Expositio叫
日時 :11月 5 日 ~11月 9 日

発表者:波部朝虫蓮池宏.野口英樹

テーマ Developmentof charge control system for 

eleclric load leveing of c加単ngfacility wi血multiple

C加単ngo叫et

発表先:EVS25 (τ'h巴25白WorldElec凶cVehic1e Sym 

posium and Expo出 on)

日時 :11月 5 日 ~11月 9 日



発表者:内藤正則.内田俊介.岡田英俊.

故塚誠一(東京大学)

テーマ:Pipe Wall Thinning due to Flow Accelerated 

Corrosion and Liquid Drop1et Impingement 

発表先:7th Korea-Japan Symposium on Nuclear 

Therrnal Hydraulics and Safety (NTHAS-7) 

日時 :11月16日

発表者:松井一秋

テーマ:次世代軽水炉プロジェクトの展開

発表先:エネルギー問題に発言する会

日時 :11月18日

発表者:ザ井滋

テーマ:次世代軽水炉のプラント概念について

発表先:第66回 rTOiNX原子力解析セミナーJ(主
催:東北インフォメーションシステムズ，

共催:原子力学会東北支部，東北電力側)

日時 :11月19日

発表若:松井一秋

テーマ:エネルギー技術の将来と原子力の開発

発表先:富士電機技術士会

日時 :11月30日

発表若:松井一秋

テーマ:Nuclear Renaissance and Impact on Energy 

Policies 

発表先:第9回国連・韓国合同軍縮不拡散会議

(韓国・済州島)

日時:12月1日

発表者:村田謙二.林宏(制石油産業活件イk

センター (JPEC)) 

テーマ:製油所水素の位置付けに関する研究

発表先:第30回水素エネルギー協会大会

日時:12月7日

発表者:坂田興

テーマ:日本の近未来の水素シナリオ

発表先:原子力水素研究会・エネルギー高度利用

研究会

日時:12月9日

発表若:松井一秋

テーマ:エネルギー技術の将来と原子力の開発

発表先:東京大学公共政策大学院

日時 12月21日

[寄稿]

発表者:氏田博士.波多野守.村田扶美男

(日-vL 河原瞳(日す)

テーマ:原子力人材は海外展開で活性化を図る

(原子力人材育成関係者協議会定量分析

ワーキンググループ分析結果)

発表先:原子力学会誌， Vo1.52， No.lO 

日時 :10月

56 

発表者:後藤信之.石本祐樹.坂田興.

盈且昌二
テーマ:わが国ならびに各国の水素ロードマップ

レビュー

発表先:実装可能なエネルギー技術で築く未来

~骨太のエネルギーロードマップ 2~

(化学工業社)

日 時 :10月30日発行

発表者:田中降則

テーマ:次世代軽水炉導入促進に向けての取組

(規制・規格基準の整備国際標準炉への

シナリオ等)

発表先:エネルギーレビュー(特集「次世代軽水

炉導入に向けての取組J)

日 時:2011年 1月号 (12月発行)

発表者:鳥飼誠之

テーマ:原子力発電事業者の不正・不適切事例お

よびその再発防止策に関する分析評価

発表先:原子力学会誌和文論文誌， Vo1.9， No. 4 

日時:12月

発表者:学井滋.大賀幸治.黒崎利和.

山本和史.大野一郎.坂谷達也.

都筑和泰.久田司

テーマ r次世代軽水炉技術開発に係わる中間評
価報告書Iのポイント

発表先:原子力巴ye(特集企画「実現に向けて動き

出す次世代軽水炉開発J)

日時:12月号

発表者:Atsushi Kurosawa. Nikls Hohne. He1cio Blum. 

Ian FU!1:lestvedt. Ra!1:nhild Bieltvedt Skeie. 

Guoauan Hu. Jason Lowe. Laila Gohar. Ben 

Matthews. Ana Claudia Nio岨.cde Salles and 

christian Ellennann巴tal. 

テーマ:Con凶butionsof individu唄l∞un凶.es'emissions 
to c1imate change and th巴1funce託剖nty

発表先:Climatic Change (DOI: 1O.1007/s10584-01O-

9930-6) 

日時:9月

く〉 人事異動

010月25日付
(非常勤嘱託採用)

大塚久雄 原子力工学センター特別嘱託研究員

季報エネルギー総合工学



編集後記

今年の日本化学会機関紙 l月号は，当

然のことと言うべきであろう， 2010年ノ

ーベル賞受賞記念の特集であった。一躍

広く知られることとなった「クロスカッ

プリング反応」とは， I化学屋jそれも

「合成化学屋」の術語であり，ここでの

解説は無用であるが，一言で言えば「望

みの炭素一炭素結合を生成させて，様々

な有機物質を合成する方法」であり，医

薬，液晶，発光材料，有機半導体などを

作り出す所謂ファインケミストリーに欠

かせない手法の一つである。

特集は，関連する研究に携わった9人

の先生方による，この手法が生み出され

た歴史的背景および1970年代当時の競争

状況の回想で構成される。一読，このよ

うな偉業の周辺には，やはり多くのスト

ーリーがあったのだなあと感銘を受け

た。今回受賞した鈴木，根岸両教授の研

究の先駆けとなり，競争し，協力しあっ

た研究者たち。つまり，両教授の研究は

孤立したものではなかったし，その成

呆は孤立していては得られなかった。

もちろん，このケースは決して特別な

ものではないだろう。様々な数多くの

場面で，ある拡がりを持った集合的な

活動が，人類の叡智を前進させてきた

に違いない。

今回の受賞は，しかし，社会から何

かしらよそよそしさを持って迎えられ

た感がある。今日の我が国を覆う沈滞

と，あまりにも懸け離れているために，

我がこととして受け入れられなかった

のではないか。沈滞を吹き飛ばすため

には，このような成呆を生む集団的活

動がたくさん生み出されなければなら

ない。そのような雰囲気を醸成するた

めに，何が必要なのか，何が阻害して

いるのか，国の在り方についてよくよ

く考える必要があろう O

編集責任者疋田知土
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